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社説─日米同盟、軍事予算、沖縄、民進党代表選挙、米朝関係、トランプ混迷
読売新聞／2017/8/21 8:00
社説　防衛大綱見直し／南西方面の機動力を強化せよ

　北朝鮮の核とミサイルが「新段階の脅威」となり、中国の軍備増強や海洋進出も続く。日本の平和を守り抜くため、防衛体制を強化する必要性は一段と増している。
　安倍首相が、２０１３年に策定した防衛大綱の見直しを小野寺防衛相に指示した。来年末にも新たな大綱を決定する見通しだ。
　防衛力の整備は一朝一夕にはできない。新たな安全保障環境に対応できる自衛隊の装備や部隊編成のあるべき姿について、じっくりと議論を深めることが重要だ。
　新大綱の柱の一つはミサイル防衛だ。現行のイージス艦発射型と陸上発射型の迎撃ミサイルの能力向上に加え、新しい地上配備型イージスシステムの導入を急ぎ、多層的な迎撃体制を構築したい。
　ただ、多数のミサイルを同時発射し、防衛網を破る「飽和攻撃」などを想定すれば、迎撃だけの対応には限界がある。巡航ミサイルなど、敵のミサイル基地を攻撃する能力も必要ではないか。
　自民党が能力保有を提言し、首相も将来の検討に含みを残している。米軍との緊密な連携を前提に、検討を開始すべきだ。
　尖閣諸島などの離島を含む、南西方面の防衛体制の拡充も重要な論点となる。中国軍が東・南シナ海で独善的な行動を強めているのはアジア全体の不安定要因だ。
　中国の国防費は既に、日本の３倍以上で、今年も７％増やした。安倍政権は防衛費を増加に転じさせたが、伸び率は年０・８％程度にとどまる。中国との差が一段と拡大するのは確実である。
　現大綱は、護衛艦や戦闘機の数を増やしたが、さらに海上・航空の防衛力を高めねばならない。危機を早期に察知し、部隊を迅速に派遣する対処力を重視したい。
　サイバー・宇宙分野の能力向上も大切だ。現代戦では、敵を攻撃する際、同時並行でサイバー網や偵察・通信衛星を攻撃し、部隊の指揮通信系統を混乱させる作戦が想定される。中国は０７年に衛星破壊実験を実施した。
　自衛隊は、サイバー防衛隊を創設し、宇宙監視体制の構築を目指している。反撃能力の養成を含め、具体策に知恵を絞るべきだ。
　一連の防衛力整備には、巨額の予算を要する。防衛費は増加させる必要があるが、厳しい国家財政の下、大幅増は難しい。
　防衛省は、戦車・火砲などを減らしてきた。他の優先度の低い装備の削減や予算の効率化にも取り組むべきだ。陸上自衛隊の部隊削減も避けてはなるまい。

神戸新聞／2017/8/23 6:05
社説　日米防衛協力／国民への説明がないまま

　国内での説明より先に米国に重要な方針を伝える。内閣を改造しても、そうした安倍政権の体質はなかなか変わらない。
　先週末、ワシントンで開かれた米国との外務・防衛担当閣僚による安全保障協議委員会（２プラス２）で、日本側は米国が開発した陸上配備型迎撃ミサイルシステム「イージス・アショア」の導入方針を伝えた。
　北朝鮮は、日本周辺でのミサイル発射に続き、米領グアム周辺への弾道ミサイル発射計画を公表している。ミサイル落下などの事態に備えて防御能力向上を図る対応は必要だろう。
　ただ、導入には約１６００億円の予算措置が求められる。政府は防衛力整備計画の策定作業を前倒しする意向というが、先走りし過ぎではないか。
　費用対効果の検討や、現在の整備計画との整合性など、詰めるべき論点は山ほどある。しかし、国会などでの詳細な説明はなされていない。「国民不在」「独断専行」と批判されても仕方がない対応だ。
　「イージス・アショア」はイージス艦に搭載される迎撃ミサイルを地上に配備する。１基８００億円で、２基で日本全土をカバーできる。だが、たとえ整備を完了したとしても、多数のミサイルの同時発射などに対処することは不可能だ。
　それでも、導入を急ぐ背景には、トランプ米大統領の「いら立ち」があるとされる。先月末の首相との電話会談で、トランプ氏は東アジアの安全保障で日本の貢献不足に不満を示した。それが安倍政権の背中を強く押した、とみられている。
　そうであれば、なおさら交渉の中身を明らかにする責務がある。「北朝鮮の脅威」を理由にすれば国民の理解を得られると考えているのなら、まったくの見当違いだ。
　今回の２プラス２で、政府は安保関連法による自衛隊の役割拡大も約束した。集団的自衛権の行使を含む米軍との軍事協力に発展する可能性がある。
　集団的自衛権の行使容認は大半の憲法学者が「違憲」と指摘する。憲法論議を回避して既成事実を積み上げるやり方をいつまで続けるつもりなのか。政府は主権者である国民の懸念にきちんと向き合うべきである。

宮崎日日／2017/8/23 8:05
社説　日米２プラス２

◆対話の動きも十分見極めを◆
　米領グアム周辺への弾道ミサイル発射という具体的な計画で北朝鮮が挑発を強める一方、米国と北朝鮮の間で衝突回避に向けた対話の糸口を探る兆しもうかがえる。
　トランプ米政権発足後初めて米ワシントンで開かれた日米両政府の外務・防衛担当閣僚による安全保障協議委員会（２プラス２）は、北朝鮮の核・ミサイル開発計画の放棄に向けて日米同盟を強化し、圧力をさらに強める方針で一致した。
緊密な情報共有必要
　ただ圧力強化だけで北朝鮮の動きを押さえ込めるのか。米朝間の対話の動きを見極め、地域の安全保障環境の改善に向けて中国やロシアも巻き込む取り組みが必要だろう。米国との緊密な情報共有も不可欠だ。
　２プラス２が発表した共同文書は、朝鮮半島の非核化に向けて国連安全保障理事会の新たな制裁決議の完全な履行を各国に求めるとともに、特に中国に対して「断固とした措置」を取るよう促した。
　河野太郎外相は共同会見で「対話のための対話には意味がない」と強調。小野寺五典防衛相は２プラス２で、ミサイル防衛体制の強化策として海上自衛隊のイージス艦に搭載している迎撃型ミサイルを地上配備する「イージス・アショア」を導入する方針を示した。
　同盟強化に関しても、日本側は安全保障法制整備を踏まえた自衛隊の役割拡大を表明。米側は核戦力による、いわゆる「核の傘」の提供を含めた日本防衛への関与を確認した。
　外交よりも軍事的対応が前面に出た共同文書と言える。ミサイル防衛体制は着実に整備すべきだ。だがイージス・アショアの導入には数年かかり巨額の費用も必要となる。装備増強が逆に緊張を招く面も否定できない。
　自衛隊と米軍の一体化がさらに進む懸念も強まる。日米同盟一辺倒でいいのか。北東アジア地域の緊張緩和への粘り強い取り組みが求められる。
懸念される「頭越し」
　北朝鮮が公表したグアム周辺へのミサイル発射計画について、共同文書は、脅威が「新たな段階に入った」として「最も強い表現で非難」すると表明した。
　ただ北朝鮮の金正恩朝鮮労働党委員長は１４日に「愚かな米国の行動をもう少し見守る」と述べ、発射計画を当面、留保することを示唆。トランプ大統領は１６日にツイッターで「非常に賢明でよく考えた決断を下した」と評価した。
　打開策を模索する動きとも受け取れる。だが２プラス２の共同文書や２１日から始まった米韓合同指揮所演習に対して、北朝鮮が反発を強める可能性も否めない。
　米朝が日本の頭越しの対話によって北朝鮮の核保有を認める事態も懸念される。地域の不安要因を固定化してしまう。こうした事態を招かないよう、日本側から米政府に対し、自制的な行動と情報提供を求め続けるべきだ。

八重山毎日／2017/8/23 10:05
社説　戦争の惨禍繰り返さない／しらじらしい原爆忌、終戦の日の鎮魂の祈り

■「北朝鮮」脅威名目で軍拡
　６月の沖縄の「慰霊の日」に続いて今月は６日に広島、９日に長崎の原爆の日、そして15日に「終戦の日」があり、日本列島は原爆や戦争で命を奪われた亡き家族を思い、不戦を誓う鎮魂の祈りに包まれた。安倍首相も全国戦没者追悼式で「戦争の惨禍を二度と繰り返してはならない」と強調したが、しかし首相が現実にやっていることはその式辞がしらじらしい対話より軍事力重視の「戦争への道」だ。
　それは折からの北朝鮮の弾道ミサイル対応でさらに鮮明に表れた。
　「終戦の日」の翌々日の17日、防衛省が度重なる北朝鮮の弾道ミサイル発射を受け、軍備増強によるミサイル防衛体制の強化を打ち出し、さらにその日の米国での外務・防衛担当閣僚による日米安全保障協議委員会（２プラス２）で日米同盟強化を確認したのだ。
■国会の論議もなく導入
　ミサイル防衛体制の強化では、海上自衛隊のイージス艦に搭載している迎撃ミサイルを地上配備する１基８００億円もする「イージス・アショア」を２基導入。イージス艦も現在の４隻を５隻に増、さらに日米が弾道ミサイルの警戒監視などで使用する人工衛星を守るため自衛隊に宇宙部隊を創設。
　このほかに中国のステルス戦闘機などに対応するため、新方式の次期警戒管制レーダー試作費用に１９６億円の概算要求などが示されたのだ。
　２プラス２では、北朝鮮への圧力強化と、日米防衛協力指針（ガイドライン）に基づき日本の役割拡大と貢献を確認。さらに尖閣防衛や米軍普天間飛行場の辺野古移設なども再確認した。
　安倍政権は中国の脅威を理由に「安保関連法」などを強行。「専守防衛」から「戦争する国」に踏み出した。そして今度は北朝鮮の脅威を好機とばかりに日米同盟強化の名のもとに、国会での論議もないまま自衛隊の役割を拡大して金に糸目を付けず軍備増強し、「米軍の戦争」にどこへでも付いてゆく「軍事大国」の道を加速している。
　「イージス・アショア」導入も、トランプ大統領の売り込みに応えたものであり、軍事費増は社会保障や経済政策を圧迫することになるだろう。
■一度配備されれば永遠に
　がん闘病の映画監督の大林宣彦さん（79）は、先日の新聞のインタビュー記事で「戦争が近づいている時代になった恐ろしさを感じる」と不安と平和への思いを語っていたが、確かに平和団体や識者が「今の日本の脅威は中国や北朝鮮でなく、安倍首相だ」という皮肉はまさにその通りだと思う。
　アメリカ第一の安倍政権により理不尽に米軍に差し出された辺野古の新基地などと一緒に、戦争となれば再び本土防衛の盾となる石垣のミサイル基地も、ひとたび配備されると今後市政が変わっても恐らく永遠に撤去は不可能であり、その再編拡充も自由だろう。
　中山市長も早晩市長の座を去る。それを大勢の市民が歓迎する施設なら結構だが、逆に大勢の市民が嫌がる「迷惑施設」で市民を分断、対立させてまで永遠の置き土産にするのはやめてもらいたい。それをするなら市長の「日本一幸せあふれる石垣市」の看板はまさに虚偽であり、“絵空事”だ。

北海道新聞／2017/7/23 10:00
社説　概算要求基準／「青天井」は認められぬ

　政府は２０１８年度予算の概算要求基準を閣議了解した。
　過大な予算要求を防ぐための上限設定は５年連続で見送られ、各省庁の要求総額は４年連続で１００兆円を超えそうだ。
　しかし、国の財政事情は１年前と比べても厳しさを増している。
　１６年度の税収は７年ぶりに減収に転じ、政府公約の財政健全化目標も達成が絶望的な状況だ。
　にもかかわらず、青天井の要求を認め、歳出抑制の努力をしようとしない安倍政権の姿勢には疑問を禁じ得ない。
　今回の概算要求基準では、新たな看板政策「人づくり革命」の関連施策向けに４兆円程度の特別枠を設けた。
　財源は、公共事業費などの裁量的経費を前年度比で１０％削減することなどによって捻出する。
　だが、人づくり革命が対象とする事業は、地域経済、中小企業、サービス業の生産性向上や人材育成など幅広く、結局は「何でもあり」となる懸念が拭えない。
　政権がこれまで掲げてきた「女性活躍」「１億総活躍社会」との重複も気になる。これまで予算化された類似事業の効果を検証するのが先ではないか。
　そもそも、いまの国の財政は、安易に歳出のタガを緩められる状況にはないはずだ。
　深刻なのは、安倍晋三首相が「アベノミクスの果実」と自画自賛してきた税収の減少だ。１６年度の国の税収は５５兆４６００億円で、前年度を８千億円下回った。
　当初予算段階の見込みと比べて２兆１千億円も少なく、年度途中で赤字国債を発行して穴埋めしなくてはならなかった。
　国と地方の政策経費が税収で賄えるかどうかを示す基礎的財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）は２０年度に８兆２千億円もの赤字が見込まれている。
　１年前の時点の試算から２兆７千億円も悪化し、政府が財政健全化の目標として掲げている「２０年度までのＰＢ黒字化」の達成はほぼ不可能となった。
　ＰＢは、国家財政の持続性を市場が判断する目安の一つとされる。黒字化達成が困難な状態を放置し続けるべきではない。
　安倍政権は経済成長で税収を増やし、その「果実」を使って、次の成長と財政再建につなげる道筋を描いてきた。
　その前提が崩れた以上、「経済成長」や「人づくり」などに名を借りた安易な歳出は厳に抑制すべきである。

沖縄タイムス／2017/8/23 8:05
社説　ジュゴン訴訟差し戻し／米世論をかき立てたい

　門前払いから一転、控訴審判決は審理を連邦地裁に差し戻した。原告側主張が認められた。意義は大きい。
　辺野古新基地建設は米文化財保護法（ＮＨＰＡ）に違反するとして、日米の自然保護団体などが米国防総省に同法を順守するまで工事停止を求めた「沖縄ジュゴン訴訟」の控訴審判決が米サンフランシスコ控訴裁判所であった。
　判決は「原告には訴訟を起こす資格（原告適格）があり、請求は政治的でない」として一審の連邦地裁判決を破棄、審理を地裁に差し戻した。
　原告が国防総省を訴える権利が認められ、地裁では新基地建設でジュゴン保護の義務が尽くされているか再検証を迫られる可能性が出てきた。
　「新基地建設計画は進んでいる」との国防総省の主張に対しても、判決は「これまでの歴史で何度も停止し、再開や計画の変更を繰り返してきた」と判示している。納得できる指摘だ。
　原告は米文化財保護法に基づき２００３年に提訴した。同法では米国が海外で活動する場合、相手国の法律で保護されている文化財であれば、米国も保護の対象とすることをうたっている。この論法を日本の文化財保護法で国の天然記念物に指定されているジュゴンに適用した。
　地裁は米文化財保護法の精神に則（のっと）り、実質審理をしなければならない。辺野古新基地建設問題で米国は当事者である。地裁には新基地建設現場を実際に訪れて「現場検証」してもらいたい。
　控訴審判決に関し、原告の米環境団体幹部は「現在の基地建設計画では、ジュゴンは生息できない」と断言する。気掛かりなのは、大浦湾を含む周辺海域に生息するジュゴン３頭のうち１頭が１５年６月以来確認されていないことだ。音に敏感で、防衛省が大浦湾で海底の掘削調査を進めていた時期と重なるからだ。
　ジュゴン訴訟で地裁は０８年１月、国防総省のＮＨＰＡ違反を指摘し、ジュゴンに対する悪影響を回避する手続きを取るよう命じる中間判決を下した。これに対しジュゴンが「辺野古地先を利用する可能性は小さい」とする日本政府の環境影響評価（アセスメント）を基に、国防総省は「ジュゴンへの影響はない」との報告書を提出した。
　だがアセス後に埋め立て予定地からジュゴンの食（は）み跡が多数確認され、アセスのずさんさが明らかになっている。ジュゴンへの影響はないとする根拠にしてはならない。
　辺野古・大浦湾周辺にはジュゴンだけでなく５８００種以上（絶滅危惧種２６２種）の生物が確認されている。世界に誇る生物多様性の海域だ。そこを埋め立てて新基地を造るのは愚行の極みである。
　ジュゴンの保護勧告を出している国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が今秋、国頭など３村にまたがる「やんばる」の世界自然遺産登録の調査で来沖する。新基地と近接しており、国際世論に訴えたい。
　控訴審判決は米国の法廷で新基地建設の正当性を問う場ができたことを意味する。米国の世論をかき立てることにもつなげたい。

沖縄タイムス／2017/8/21 8:05
社説　基地内環境調査中断／説明まで拒否するとは

　理由も明かさず、一方的に調査を打ち切ったことは納得できない。
　環境省が米軍施設で実施していた環境モニタリング調査が２０１４年度以降、中断している。米軍が基地内への立ち入りを認めていないことが理由とみられる。
　調査団体「インフォームド・パブリック・プロジェクト（ＩＰＰ）」が県へ情報開示請求して明らかになった。
　調査は１９７８年から沖縄を含む全国の米軍施設などで行われていた。環境省はボイラー施設でばいじんなどの大気質を調べ、環境基準に適合しているかどうかを確認。環境省から委託を受けた県は、年に１～２度、約半年かけて基地内の汚染処理施設や排水溝で水質を調査していた。
　基地内立ち入りは通常、県環境保全課が環境省を通して申し入れ、日米合同委員会の環境分科委員会で諮る。
　２０１４年度は環境分科委に上げた段階で環境省から立ち入りを認めないとの連絡がきたという。環境分科委でどのような理由で立ち入りを認めなかったかの説明は一切ない。環境省は「どんな議論があったかを含めて答えられない」と開き直りとも受け取られる姿勢を変えていない。
　基地内のモニタリング調査は、基地所在地域の環境や地域住民の健康に結び付く重要なものである。なぜ、突然、中断に至ったのか。県民には当然「知る権利」がある。
　最低限の説明さえしない環境省は環境行政を預かる役所の本分を放棄したと言われても仕方がない。
　環境モニタリング調査の中断に伴い、県環境保全課が主催し米軍、環境省が出席する「担当者連絡会議」も開かれなくなった。
　１２年度の会議では、前年度にホワイト・ビーチの下水処理施設で検出された基準値を超える大腸菌群数について米軍が装置を取り換えたことが報告された。調査に基づく指摘に対し、米軍の対応を検証する場にもなっていたのだ。
　基地内の環境データが収集できなければ、基地の「ブラックボックス化」がますます進む。
　米軍は基地内で発生する環境汚染を矮小（わいしょう）化、隠蔽（いんぺい）する傾向にある。普天間飛行場で２００５年から１６年の間に航空燃料などの流出事故が１５６件発生したにもかかわらず、日本側に通報があったのはわずか４件である。
　１６年に嘉手納基地の周辺河川から残留性有機汚染物質のフッ素化合物ＰＦＯＳ（ピーホス）が高濃度で検出された際も連絡がなく、県の立ち入りも実現しなかった。
　沖縄の基地は民間地域と近接している。そのため基地内で環境の異変が起これば、地域住民の健康に影響を及ぼす恐れが拭えない。
　住民が安心して暮らす視点から恒常的なチェックが欠かせないのである。
　米軍基地を抱える全国の都道府県でもモニタリング調査が中断されている。自治体が自治権を行使できない状況はおかしい。県が率先して「渉外知事会」に呼び掛け、足並みをそろえて調査の復活を求めるべきだ。

琉球新報／2017/8/23 6:05
社説　基地排水調査却下／「環境保全」に背を向けた

　米軍は「良き隣人」を目指すことを放棄したのだろう。環境保全に背を向けたことに強く抗議する。日本政府はその姿勢を容認したことを深く恥じ入るべきだ。
　環境汚染を防ぐために、県が実施してきた米軍施設・区域内の下水処理場などの排水の水質調査が２０１４年度以降行われていない。「日米合同委員会の下部組織の環境分科委員会で、１４年度の立ち入り調査が却下された」ためである。 
　米軍基地からの排水が原因で環境汚染があった場合、最も被害を受けるのは国民である。納得いく説明が必要だが、日米双方とも説明責任を果たしていない。 
　県によると、環境省は「日米間の調整の結果で答えられない」として、水質調査ができない理由を明らかにしていない。環境省の言う「調整の結果」は果たして事実か。これまでの経緯からして、米側が調査拒否を伝え、日本側は何ら異議を唱えずに受け入れたのではないか。 
　国民のあずかり知らないところで、環境保全に重要な調査がいとも簡単に中止されたことは看過できない。環境分科委議事録の早期全面公開を求める。 
　米軍施設・区域内の水質調査は、環境省から委託を受けた県が１９８０年度から実施してきた。 
　米軍基地内の環境を継続的に調査し、実態を把握することは環境汚染を未然に防止する上で極めて重要である。調査が定期的に行われることで、米側の環境保全意識の高揚にもつながる。調査がないとなれば、米側の意識低下が強く懸念される。 
　環境省は「１４年に調査方法が変わり、まずは周辺の河川の水質調査を行うことになった。もし基準値を超えた汚染があり、基地由来だとはっきりすれば、日米合同委員会で基地内での調査を検討していくことになる」としている。 
　本来ならば、環境汚染の未然防止に有効な方向に調査方法は変わるべきである。環境保全を第一に考えた結果とは到底認められない。新たな調査方法は環境施策の後退である。調査方法の変更は、米軍の意向を反映しているとみて間違いなかろう。 
　基地内で定期的に調査していれば、周辺河川の水質が環境基準を超えた際、原因特定は確実に早まる。しかも、新調査方法は基地由来だったとしても、基地内調査が認められるとは限らない。「検討」するだけである。基地内での水質調査の高いハードルを設けたにすぎない。以前の調査に戻すことを求める。 
　米軍基地が絡むと、政府の対米追従姿勢が顕著に現れる。米軍の裁量に任せる環境施策では、健全な環境は保全できないとの認識に立って米側と対峙（たいじ）すべきだ。 
　政府が対米追従姿勢を改めない限り、基地周辺の環境は危機にさらされ、国民も影響を受け続けることになる。

琉球新報／2017/8/22 6:05
社説　米労組反対決議／米国民と共に新基地阻止

　沖縄の基地問題を国内だけでなく米国民に直接訴え、理解してもらい、連帯することが重要だ。
　全米で影響力を持つ労働団体、アジア太平洋系アメリカ人労働者連合（ＡＰＡＬＡ）が沖縄県民と連帯し、名護市辺野古の新基地建設と北部訓練場のヘリパッド建設に反対する決議を採択した。 
　決議は、第２次訪米行動中のオール沖縄会議の呼び掛けに対し、ＡＰＡＬＡの元会長で、ＵＣＬＡレイバーセンター（労働研究・労働教育センター）所長を務めるケント・ウォン氏が提案した。ＡＰＡＬＡは全米に２０余りの支部と、約６６万人の会員を擁する労働団体だけに決議の意義は大きい。 
　しかもＡＰＡＬＡの決議は、２０１５年に引き続き２度目であり、沖縄の基地問題に継続して取り組んでもらっていることが大事である。 
　「沖縄県民との連帯」と題した決議は、「辺野古、高江での新基地建設を含む」在沖米軍基地の拡大に反対を表明している。各地域の労組や労働委員会、州政府、ＡＦＬ－ＣＩＯ（米労働総同盟産別会議）に同決議を広げていくことや、米連邦議会に対し、新基地建設支持をやめ、沖縄の人々の民主的な要求に敬意を表すべきだという文言が盛り込まれた。 
　一方、今月１２日にシカゴで開かれた退役軍人らでつくる平和団体「ベテランズ・フォー・ピース（ＶＦＰ）」の年次総会も、琉球沖縄国際支部が提案した「名護市辺野古や東村高江での米軍基地建設に反対する決議案」を全会一致で可決した。オスプレイ撤去も求めた。辺野古での新基地建設、ヘリパッド建設に反対するＶＦＰの決議は昨年に続いて２度目だ。 
　米国および海外に訴えることの大切さは、沖縄の戦後史をたどれば分かる。 
　米国統治下の１９６２年２月１日、立法院は全会一致で米国の植民地的支配を鋭く批判し、沖縄の主権回復を世界に訴え掛けた。 
　決議文は６０年に国連が採択した植民地独立付与宣言から「あらゆる形の植民地主義を速やかに、かつ無条件に終止させることの必要性を厳かに宣言する」という部分を引用した。 
　これにアジア・アフリカ諸国人民連帯会議が反応し、サンフランシスコ講和条約が発効し沖縄が日本と切り離された４月２８日を「沖縄デー」と定めて国際連帯行動を行うよう全てのアジア・アフリカ人民に訴える決議を採択した。 
　国際社会の関心が沖縄に集まる中で、ケネディ大統領は沖縄政策を変更した。琉球は日本の一部と認め、日本と協力し合い、経済援助を増額するという内容だ。 
　米国施政の維持が軍事上絶対に必要であることを前提にしていたので不評だったが、それでも沖縄が一致団結して取り組めば、結果を変えられることを示している。

朝日新聞／2017/8/22 6:00
社説　民進党代表選／崖っぷちだ、どうする

　この崖っぷちを乗り切れるかどうか。野党第１党としての存在意義が問われる民進党の代表選は、前原誠司氏と枝野幸男氏の一騎打ちになった。
　党代表は毎年のように交代している。約５年前の旧民主党政権の挫折後、代表選は早くも４度目。あきれる人も多かろう。
　本紙の８月の世論調査で民進党の支持率が６％に過ぎないことが、そんな実情を映す。
　民主主義が健全であるためには、頼れる野党が必要だ。政権交代に現実味がなければ、政権党は緊張感を失い、おごりや腐敗につながる。「安倍１強」のもとで噴き出した森友学園や加計学園の問題、陸上自衛隊の日報隠しはその典型だ。
　７月の東京都議選で民進党は大敗したが、直後の本紙の世論調査では、８２％もの人が「自民党に対抗できる政党は必要だ」と答えた。有権者の大多数に、民進党は安倍政権に代わりうる受け皿とは見られていない現状を端的に物語る。
　事態は今回の代表選だけで打開できるほど甘くはない。せめて再生への手がかりをつかむためには、どうすべきか。
　民進党は何のために、何をする政党なのか。どんな社会の未来図を描くのか。愚直でも、徹底した論戦を通じて国民に示すことだ。
　きのうの記者会見で前原氏は「消費税を上げる代わりに教育・子育て・医療・年金・介護の恒久財源をしっかり担保していく」、枝野氏は「原発ゼロへのリアリティーある工程表をしっかりと示す」などと述べた。
　両氏はともに旧民主党政権の中枢を担った。その失敗の教訓や反省も踏まえ、原発エネルギー政策、人口減少社会での給付と負担のあり方など日本の喫緊の課題について、自民党と民進党はどう違うのか、具体的な青写真を示し合ってほしい。
　自民党と同じように、民進党が既得権益をもつ支持団体に縛られるようでは国民の選択肢にはなりえない。「安倍１強」が続いた自民党が失った党内議論の幅を国民に大いに見てもらう。そんな論戦を聞きたい。
　小池百合子・東京都知事を支持する議員らの新党結成が取りざたされるなか、民進党内には政界再編に期待する声もある。
　世論に耳を澄ますことは大切だが、風に頼るだけでは地に足のついた政治は望めない。新党ブームにあやかるのではなく、地方議員や党員らが参加する代表選を機に、「国民とともに進む」原点に立ち返ることだ。
　それができるかどうかに、この党の存亡がかかっている。

読売新聞／2017/8/22 8:00
社説　民進代表選告示／瀬戸際脱する機会にできるか

　党勢低迷は深刻で、離党の動きも止まらない。安倍政権への対抗軸を示し、瀬戸際の党を再生する機会にできるのか。
　民進党代表選が告示され、前原誠司・元外相と枝野幸男・元官房長官が立候補した。９月１日の臨時党大会で、新たな代表を選出する。
　蓮舫代表が行き詰まった末の後継選びだ。最大の焦点は、党の基本路線を左右する、共産党との衆院選協力のあり方である。
　保守系の前原氏は共同記者会見で、「理念、政策が合わないところとの協力はおかしい」と強調し、連携の見直しに言及した。
　リベラル系が推す枝野氏は、共闘を継続する考えを示し、「我が党が主体性を持ちながら、できることを最大限やる」と述べた。
　政権を選択する衆院選で協力するなら、現実的な基本理念と政策の共有が前提だ。だが、共産党には「日米安全保障条約廃棄」など非現実的な主張が少なくない。
　民進党の政策を堅持しつつ、どう連携を進めるのか。両氏は、その道筋を明確にすべきだ。
　民進党は民主党時代以来、「寄り合い所帯」に甘んじてきた。共産党との共闘で、重要政策に関する意見集約は遠のいた。この歪（ひず）みをどう解消するかも問われる。
　憲法改正を巡り、前原氏は「安倍政権の下では反対、は国民の理解を得られない」と語り、論議に参加する意向を示した。自衛隊を明記する「加憲」が持論だ。
　枝野氏も、自衛隊根拠規定を加える私案を発表したことがある。だが、会見では、「変える必要があれば、議論を積極的に進めるが、今のところない」と述べた。
　国内外の情勢変化により、憲法は、現実との様々な乖離（かいり）が生じている。民進党内にも改正論は根強い。責任政党として、改正論議には積極的に臨む必要がある。
　前原、枝野両氏が安全保障関連法を違憲と断じたのは疑問だ。
　安保関連法は最高裁判決や政府見解との整合性を維持している。仮に廃止されれば、北朝鮮情勢が緊迫する中で、日米同盟の信頼性を揺るがすのは確実である。
　経済政策では、前原氏は「中福祉・中負担」を掲げ、消費税率１０％への引き上げに肯定的な見解を示した。枝野氏は介護職員、保育士らの賃金増を訴え、消費増税でなく法人増税に意欲を見せた。
　両氏の主張は、アベノミクス批判が目立った従来の党執行部よりは、具体的と言えよう。さらに、成長戦略や財源を含め、論戦を深めることが求められる。

毎日新聞／2017/8/22 4:00
社説　民進党代表選始まる／「もう後がない」と自覚を

　野党第１党が政権批判の受け皿と認知されない中でのトップ選びだ。 
　民進党代表選が告示され、前原誠司元外相と枝野幸男前幹事長が立候補した。９月１日に選出される。 
　昨年の代表選では「選挙の顔」と見込んで蓮舫氏を選んだが、先月の東京都議選で同党は惨敗し、１年足らずで辞任に追い込まれた。 
　都議選では自民党も敗北し、政権批判票は小池百合子都知事の率いる地域政党「都民ファーストの会」に集まった。次期衆院選へ向けた小池新党の結成をにらみ、民進党からは保守系議員の離党が相次ぐ。 
　「リベラル系の枝野氏が当選したら保守系が離党する」 
　「保守系の前原氏では小池新党に野党再編の主導権を握られる」 
　分裂や解党の危機がささやかれ、両陣営は互いにけん制し合う。 
　共産党との選挙協力に枝野氏は前向きで、前原氏は否定的だ。この問題が代表選の争点となる背景には、小池新党と共産党のどちらを連携先に選ぶかという路線対立が潜む。 
　旧民主党の時代から保守系とリベラル系が党内に混在し、バラバラ感を生んできた。それでも存続してこられたのは、野党第１党として政権を批判していれば選挙で一定の支持を期待できたからだ。 
　そんな選挙互助会のぬるま湯体質が、国民向けの政策提示より内向きの党内融和を優先する姿勢につながり、民進党は何をやりたいのか分からないとの批判を招いてきた。 
　代表選の共同記者会見で前原氏は「自民党に代わる選択肢を作りたい」、枝野氏は「自民党とは違う明確な対抗軸が必要」と口をそろえた。 
　前原氏は「オール・フォー・オール（みんながみんなのために）」、枝野氏は「支え合う社会」を掲げる。いずれも抽象的だが、深刻な少子高齢化への処方箋を示せていない安倍政権に対抗する政策として、早急に肉付けしてもらいたいテーマだ。 
　そのための国民負担は消費増税に求めるのか。党内対立の火種となってきた憲法改正や安全保障政策も含め、徹底的な議論が必要だ。 
　民進党が置かれている現状では、過去のような内向きの議論が許される余地はない。「もう後がない」と自覚し、民進党の理念と覚悟を国民に向けて示せるかが問われている。

日本経済新聞／2017/8/22 4:00
社説　存在意義問われる民進代表選

　民進党の代表選が21日に告示され、前原誠司元外相と枝野幸男前幹事長が立候補した。民主党政権の失敗による下野からすでに４年８カ月。野党第１党として何を目指すのかすら示せない状況は今度こそ変わるのか。党の存在意義が問われる新代表選びとなる。
　新代表は国会議員と党員・サポーター、地方議員らの投票で９月１日に決まる。前原、枝野両候補は告示後に党本部で記者会見し、ともに党の現状への危機感と立て直しへの決意を口にした。
　代表選ではまず、なぜ党がここまで追い込まれたのかを議論すべきだ。安倍内閣は「１強体制」に伴う様々な問題が露呈し、長期政権の弊害への批判が増大している。それなのに民進党の支持率は１桁に低迷したままだ。自民党が惨敗した７月の東京都議選で躍進したのは旗揚げしたばかりの「都民ファーストの会」だった。
　旧民主党は2012年末に下野した後も政権時代の失敗の総括を後回しにし、組織内の結束や選挙での野党共闘を優先してきた。それでは党代表の顔を何度も替え、党名を変更しても、有権者は政権を再び委ねる気にはならない。
　安倍政権が進めるアベノミクスや安全保障政策、憲法論議の問題点をあぶり出すのは野党として確かに大切な仕事だ。しかし民進党が描く日本の将来像や成長戦略、社会保障などの基本政策はいまだにはっきりしない。
　両候補は21日の記者会見で、個人消費を増やすための景気対策や年金、介護、子育て支援策の充実に意欲を示した。一方で消費増税について前原氏が「恒久財源を持ちたい」と前向きだったのに対し、枝野氏は「現状で上げられる状況ではない」として国債発行に言及した。重点政策と財源をセットにした議論がもっと必要だ。
　現衆院議員の任期切れまであと１年４カ月。残された時間はそう長くない。今回の代表選も内向きの論争に終始するようなら、政権の受け皿の役割は他の勢力が担うしかない。

産經新聞／2017/8/23 6:00
主張　民進党代表選／安保意識の薄さに呆れる

　政治の要諦は、国の独立と国民の生命を守り、繁栄を保っていくことである。野党といえども、その責任に変わりはあるまい。
　それを真っ先に語らないリーダーが、野党第一党ひいては政権党として、国政の舵（かじ）を取れるだろうか。
　民進党代表選に立候補した、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の訴えを聞いての率直な感想だ。
　次期衆院選は、１年数カ月以内に行われる。政権選択選挙に向けて、低迷する党勢を立て直すリーダーを決める代表選だが、２人ともピントがずれていないか。心配になる。
　立候補の共同記者会見で、それぞれの冒頭発言には、北朝鮮の核・弾道ミサイルの脅威から国民をどのように守り抜くかへの言及がなかった。集団的自衛権の限定行使を容認した安全保障関連法について、２人は質疑で、憲法違反との認識を示した。
　大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）発射など暴挙を重ねる北朝鮮に対し、日本は安保関連法を活用して日米同盟の抑止力を高め、国民を守ろうとしている。
　安保関連法をご破算にして、強固な日米関係が続くと考えているとしたら、呆（あき）れるほかない。
　安全保障を託せないと見なさざるを得ない点で、政権担当の力量を論じることにどれほどの意味があるのか。
　「自衛隊違憲」や「日米安保条約の廃棄」の見解を変えず、自衛隊の行動や整備に反対してきたのが共産党だ。そのような政党との共闘の是非が争点になっていること自体が、民進党への信頼を損ねている。
　産経新聞とＦＮＮの合同世論調査で、民進党が将来、政権交代可能な政党になると思わない人が８割を超えた。前身の民主党政権がつまずいた大きな理由に、沖縄の米軍基地をめぐる混乱と日米関係の冷却化という安保問題があった教訓を忘れてはならない。
　前原、枝野両氏は、共産党との共闘問題に加え、憲法改正や原子力発電、消費税増税など基本政策で食い違う。
　政策を競い合うのは一向に構わない。ただ、重要政策をめぐって団結しきれなかった民主党政権と何が変わったのか。求められるのは、現実路線を通じて信頼回復の道を歩むことだろう。

河北新報／2017/8/22 8:00
社説　民進党代表選告示／党を根本から問い直す時だ

　支持率が低迷したまま離党者が相次ぎ、崖っぷちに立たされている党の再生につなげることができるのか。
　蓮舫代表の辞任表明に伴う民進党の代表選（９月１日投開票）がきのう告示され、前原誠司元外相（５５）と枝野幸男元官房長官（５３）の一騎打ちが確定した。
　国民の期待を裏切った民主党政権で要職を担った２人。経験豊富とはいえ、新鮮味に欠けるのは否めない。民進党の人材払底ぶりを象徴するような代表選と言えよう。
　ただ、失政が骨身に染みているだろうから、反省を糧にした抜本的な再建策も可能だろう。自民党に取って代われる政党に脱皮するため、何を旗印にしていくのか。党の在り方を根本から問い直す機会にしなければならない。
　安倍晋三首相が唱えた憲法９条改正への対応、消費税率引き上げの是非、「原発稼働ゼロ」を巡るエネルギー政策…。「寄り合い所帯」に配慮するあまり、曖昧にしてきた基本政策の論争に終止符を打つ覚悟が求められる。
　前原氏は保守系で、枝野氏は党内のリベラル派から支持を受けている。最大の争点は、現執行部が進めてきた共産党を含む野党共闘であろう。
　記者会見で前原氏は「理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と批判、共闘の見直しに言及した。一方、枝野氏は「できることは最大限の努力をしたい」と継続に前向きだった。
　野党候補が小選挙区で乱立すれば、自民党を利することだけははっきりしている。じり貧の現状を見れば、次期衆院選に向けて野党間での選挙協力か、政界再編による新たな受け皿づくりか−の選択を迫られるのではないか。
　都議選での圧勝をてこに、年内にも旗揚げが見込まれる「小池新党」とも関わるテーマだ。民進党を離党した細野豪志元環境相が、小池百合子都知事の側近で政治団体「日本ファーストの会」を設立した若狭勝衆院議員と新党の協議を始めている。
　評価を保留して連携に含みを持たせた前原氏に対して、枝野氏は疑問視した。ただ、今の段階で浮足立っても仕方があるまい。風頼みでなく党の主体性の確立が先決だ。
　民進党にとって、現在の政治状況は安倍政権を追い込む好機である。加計（かけ）学園問題や南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）日報隠蔽（いんぺい）問題などが響いて支持率が急落し、内閣改造カードまで切った。
　にもかかわらず、共同通信が３、４日に実施した世論調査で自民党の支持率３９．０％に対して民進党は７．３％。改造の影響を差し引いても、党勢回復の兆しは全くない。
　これまで選挙で敗北する度に党の「顔」を変えてきたが、その効果は無きに等しい。解党的な出直しが求められるゆえんだが、新代表は残された時間が限られていることを肝に銘じるべきだ。

西日本新聞／2017/8/22 12:00
社説　民進代表選告示／国民に訴える政策論争を

　民進党にとって党勢立て直しの「最後のチャンス」ともいえる党首選びではないか。再び政権を争える政党に脱皮できるか、それとも万年野党に甘んじるか－という岐路に立つ代表選が告示された。
　党内保守派の代表格である前原誠司元外相とリベラル派が支援する枝野幸男元官房長官が立候補した。崖っぷちに立つ民進党としては明確な対決構図になったといえるだろう。両氏には国民にも分かりやすい政策論争を期待したい。
　議会制民主主義の発展には与党と切磋琢磨（せっさたくま）する健全な野党の存在が不可欠だと、私たちは繰り返し指摘してきた。野党第１党の機能不全が安倍晋三「１強」政権のおごりや慢心を許した側面は否定できない。疑惑や不祥事、閣僚らの問題発言が重なる一方、国会では重要案件の採決強行が続いた。
　国民の反発が強まり、安倍内閣の支持率は急落した。しかし本来なら政権批判の受け皿となるべき野党第１党に国民の期待は集まらない。共同通信社の最新の世論調査でも民進党支持率は７・３％と長期低迷したままだ。
　国政選挙で連敗が続き、離党する国会議員が相次ぐなど、党の将来を危ぶむ声は強い。
　深刻な危機だからこそ、単なる一野党の党首選びにしてはならない。民進党が今回の代表選を反転攻勢の契機にできるかどうか。それは、既にほころびかけている「政権交代が可能な二大政党制」の命運にも直結するだろう。
　前原、枝野両氏は旧日本新党出身の同期生だが、憲法改正をはじめ消費税、原発、共産党も含めた野党共闘など主要政策や党の路線問題で立場を異にする。対立の火種になりかねないとして論議を先送りすることはもう許されない。
　体質的な課題も克服されていない。内紛に次ぐ内紛、風頼みの選挙、組織優先の内向き姿勢など、ひと言でいえば本当に国民の方を向いているのかということだ。
　国民のためにどんな政策の旗を掲げるか。自民党とはどこがどう違うのか。民進党の進む道を今回こそ徹底的に論議してほしい。

東奥日報／2017/8/23 10:05
時論　中途半端な議論は不要だ／民進党代表選

　前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった民進党代表選は、9月1日の臨時党大会での投開票に向けて、論戦や支持固めが繰り広げられている。
　論戦では双方の主張のどこが決定的に違うのか、それは何に由来するのかを突き詰めてほしい。党分裂を恐れて議論を中途半端に終わらせてはならない。これからの党運営は浮かび上がった相違点を乗り越えながら進めるべきだ。
　両氏は1993年衆院選で日本新党から初当選を果たした同期。その後、民進党の前身である民主党の結党に参加、時期は異なるが、それぞれ代表、幹事長という党要職を務めた。9条を対象とする憲法改正への姿勢や共産党との選挙協力の在り方などで違いはあるが、自民党に代わる政権をつくるという初当選時の信念は変えていないだろう。
　来年末の任期満了を待たない早期の衆院解散も想定される中で、論戦でまず焦点となるのは次期衆院選での共産党との選挙協力への対応だ。
　21日、立候補届け出後の記者会見で前原氏は「衆院選は政権選択で、理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と述べ、従来の路線を見直す考えを明確にした。一方、幹事長として昨年夏の参院選の改選1人区で共産党との協力に尽力した枝野氏は「一人でも多く当選させるのが大きな責任」として関係を維持する姿勢を示した。
　また、憲法改正を巡って前原氏が「政権を目指す政党として国の基である憲法の議論はしっかりと行っていく。議論は年単位でかかる。安倍晋三首相の実績づくりにくみしない」と党内議論を進めていく方針を示した。
　対して枝野氏は「民主主義を強化し、人権保障をより高め、国民の生活、経済をより良くする」のが改憲の目的とし、党内議論の結果、その必要性はなかったと述べた。
　これらの問題で、両氏の主張の違いは小さくはない。しかし、野党共闘について枝野氏も党の主体性を重視していく考えだ。また、憲法を巡っては憲法の解釈変更による集団的自衛権の行使容認や安倍首相が描く来年中の発議というスケジュールに反対であることは一致している。
　党は今、存亡の機にひんしている。両氏は初当選時の原点に戻り、徹底した議論を戦わせる必要がある。23日には弘前市でも街頭演説や討論会が予定されている。

デーリー東北／2017/8/23 0:05
時評　民進党代表戦告示／再生に向け骨太の論戦を

　民進党代表選が告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官が立候補を届け出た。９月１日に投開票され、新代表が決まる。
　民進党を取り巻く情勢は極めて厳しく、瀬戸際に立たされているといっていい。東京都議選の惨敗、蓮舫代表の辞任表明、さらに離党者の続出で混迷から抜け出せず、安倍政権が支持率急落などで一時ぐらつきを見せても、野党第１党としての存在感は薄かった。今回の代表選は恐らく、党再生に向けて最後のチャンスとなろう。
　政権批判の「受け皿」になり得ていない現状を打開し、いま一度、政権交代可能な政党に生まれ変わるにはどうすればいいのか。政治路線、政策を巡る骨太の論戦を期待したい。
　一騎打ちとなる前原、枝野両氏は共に１９９３年の衆院選で日本新党から初当選。旧民主党政権では閣僚など要職を歴任し、似た政治経歴ではあるが党内のリベラル派が推す枝野氏と、保守派が支持する前原氏とでは主張に当然、違いがある。
　立候補届け出後の共同会見で、野党共闘、特に共産党との連携を巡り、前原氏は「政策、理念が一致しない政党と協力するのはおかしい」と見直しを表明。昨年の参院選で幹事長として野党共闘を進めた枝野氏は次期衆院選でも共闘を堅持する考えを強調した。
　憲法改正について、枝野氏は安倍政権下での改憲に反対の立場。特に９条１、２項を残し自衛隊の存在を憲法に明記するとした安倍晋三首相の提案に関し「違憲の安全保障関連法を事後的に認めることになる」と批判した。
　前原氏は「憲法改正は年単位でかかる」とし、拙速を避け、議論を重ねていく姿勢を見せた。
　原発政策では党の「２０３０年代原発ゼロ」目標について、前原氏は堅持、枝野氏は実現までの工程表を作成する中で目標年次の前倒しを検討する考えを示した。
　また両氏は社会保障、雇用対策の充実で将来不安を解消する方向で一致。だが消費税率１０％への引き上げについて、前原氏は財源論として前向きに検討する考えを示し、否定的だった枝野氏と見解が分かれた。
　想起すべきは、論争がどんなに激しくても、新代表が決まれば一致結束して支えるという基本ルールだ。代表選の結果次第で、共産党との協力や憲法など基本政策を巡る亀裂が深刻化し、分裂騒ぎがまたも起きるとすれば、民進党は有権者から見放されるだろう。

陸奥新報／2017/8/22 10:05
社説　民進党代表選「党再生への道筋を明確に示せ」

　民進党の蓮舫代表の辞任表明に伴う代表選が２１日告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官が立候補を届け出て、一騎打ちの構図が確定した。
　次期衆院選に向け、低迷する党勢を立て直し、安倍政権に代わる「受け皿」をどう築くかが最大の焦点となる。野党第１党としての存在感を示すための道筋をどう示せるかが問われよう。
　保守系の前原氏は共産党との関係を見直す考えであるのに対し、リベラル勢力の支持を受ける枝野氏は路線継続を訴えている。９月１日の投開票結果で、今後の野党共闘の在り方が変わる可能性もあり、論戦の行方が注目される。
　前原、枝野両氏は１９９３年の衆院選に日本新党から出馬し初当選。その後、新党さきがけを経て９８年の民主党結成に参画するなど初当選から２４年間、政治行動を共にしてきた盟友同士。２００９年発足の民主党政権時代には、野田佳彦氏らとともに主流派を構成した。
　ただ、いずれも民主党時代の「負の財産」を引きずる。前原氏は０５年に民主党代表に就任したが、偽メール問題への対応をめぐり１年足らずで辞任に追い込まれた。枝野氏は、菅直人政権の官房長官を務めるなどしたが、菅政権は東日本大震災・東京電力福島第１原発事故への対応で批判を浴びた。
　こうした経験を踏まえ、代表選に臨む両氏。前原氏は「自民党に代わる選択肢がない。われわれには選択肢を示す歴史的な使命がある」と強調。枝野氏は「本当に地に足を着けた国民政党に脱皮することができるかが問われている」と意気込む。
　安倍内閣は、強引な政権運営に加え、加計・森友学園問題や相次ぐ閣僚の辞任、２回生議員によるスキャンダルなどが相次ぎ、今年２月の時事通信の世論調査で５３・４％だった支持率は、７月に２９・９％にまで急落。東京都議選での自民党の惨敗を経て「安倍１強」は様変わりしている。８月の世論調査で３６・６％と、２割台を一応は脱したものの、内閣改造の効果も限定的だった。
　ただ、自民党に代わる政党として、野党第１党の民進党が受け皿となり得ていないのが現状だ。民進党内では、小池百合子東京都知事と連携する形での野党再編を想定して離脱者が相次いでいる。こうした現状をどう克服し、求心力を高められるのか。まさに正念場にある。
　野党第１党の新たなリーダーには、次期衆院選に向け、政権に対する勢力結集への戦略も問われ、対応次第では政権再編につながる可能性もある。
　代表選では弘前市など地方における候補者遊説も予定されている。党再生の最後のチャンスとも言われる今回、両候補は自らが掲げる政策や党運営の方針、再生への道筋を党員・サポーターに明確に示し、活発な論戦を交わしてほしい。

岩手日報／2017/8/22 12:05
論説　民進代表選告示／率直に主義主張を競え

　蓮舫代表の任期途中の辞任に伴う民進党代表選は、９月１日の投開票に向け前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。
　小池百合子東京都知事率いる都民ファーストの会の都議選圧勝を受け、小池氏側近の若狭勝衆院議員が国政新党の設立を掲げるなど野党再編の足音が高まる中での代表選。共産党との選挙協力や原発ゼロ政策を巡り、連合との関係も微妙な時期にある。
　任期は蓮舫氏の残任期の２０１９年９月まで。この間、１８年１２月に任期満了となる衆院では早期解散、総選挙の可能性が取り沙汰される。都議選で政権批判の受け皿となり得なかったショックを引きずる中、どちらが選ばれても、その船出は極めて厳しいことに変わりはない。
　同党を取り巻く状況に明るさは見いだし難い。都議選は自民党が歴史的惨敗を喫する一方で、民進党も旧民主党時代を含めて過去最低の５議席止まり。その余波は、今もやまない離党ドミノという形で党を揺さぶり続けている。
　今月初めの共同通信世論調査で、安倍内閣の支持率は４０％台を回復。自民党支持率も７・１ポイント高まったのに、民進党は０・９ポイント減らして１桁台の低迷が続く。勢い、代表選に対する国民の関心は決して高いとは言えまい。
　その要因を突き詰めれば、党としての魅力不足に行き着く。今回の代表選の争点は国政選挙での野党共闘や憲法改正への対応、経済、エネルギー政策などとされるが、逆に言えば、どれ一つ取っても党の方向が定まっていないということだ。これで国民の期待が高まるはずもない。
　「１強政治」が対抗勢力の弱さに支えられているとするなら、民進党を支えているのは安倍政権で顕在化する緩みやおごりという「敵失」だ。世論の大勢を背にした国会での厳しい追及が支持率に直結しないのは、主要政策で与党との対抗軸を打ち出せず、党の「かたち」が判然としないことが背景だろう。
　旧民主党政権は、保守系から革新系まで、党内の多様な意見を統治できずに国民の信を失った。同党時代を含め、代表選は無投票を除き過去１０年で９回目という。毎年のように代表が代わる状況は、それだけで不安定な党内情勢を印象付ける。
　前原氏は保守派の代表格。枝野氏はリベラル派が推す。左右両派の論戦は、党の立ち位置を国民に示す好機だ。四方八方にいい顔をするようなどっちつかずの体質を省み、率直に主義主張をぶつけ合うことで活路も開けよう。
　その上で最終的に一枚岩になれるかどうか。議員個々に相応の危機感がなければ、代表を入れ替える意味はない。　　　　　

社説　民進党代表選告示　再生できるか正念場だ
秋田魁新報2017年8月22日 掲載 
　民進党の代表選が２１日告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官による一騎打ちの選挙戦に突入した。
　民進党を取り巻く状況はかつてなく厳しい。加計（かけ）学園問題などで「安倍１強」が揺らいでいるにもかかわらず支持率は低迷し、野党第１党として政権批判の受け皿になり得ていない。党内は野党共闘などを巡って路線対立が表面化し、離党者が相次いでいる。
　次期衆院選に向けて党解体の危機すら指摘されている中で、今回の代表選は党の立て直しを図れるかどうかという極めて重要な意味を持つ。前原、枝野両氏は安倍政権との対立軸を明確に示すのはもちろん、党再生のために何をなすべきか真剣に議論して国民の理解を得るよう努めなければならない。
　民進党に対する国民の支持が伸びない大きな要因は、党としての「一体感のなさ」にあると指摘する声は多い。保守系やリベラル系など幅広い立場の議員が混在するため、前身の民主党時代からしばしば意見の対立による分裂などが生じた。昨年３月に民進党として再出発したが、執行部の統治能力が十分機能しないというマイナスイメージは払拭（ふっしょく）できていない。
　その象徴的な例が、先月の蓮舫代表の辞任表明だろう。党刷新に向けリーダーシップが期待された蓮舫氏だったが、２０１２年衆院選で野党に転落する原因をつくったとされる野田佳彦元首相を幹事長に起用したことへの党内の不満は根強かった。東京都議選での惨敗で一気に執行部批判が高まり、就任１年足らずで辞任に追い込まれた。
　加計学園問題や南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題などで、安倍政権を一気呵成（かせい）に攻め立てるはずが、そうした状況に自ら冷や水を浴びせるような辞任劇と党内混乱である。
　共同通信社が今月上旬の内閣改造直後に実施した世論調査の政党支持率では、自民党が７月の前回に比べて７・１ポイント増の３９・０％だったのに対し、民進党は０・９ポイント減の７・３％にとどまった。内閣支持率は低迷しており、政権への不信は強いのに政権交代の選択肢がないような状況は、国民にとって不幸としか言いようがない。
　今回の代表選で民進党が問われているのは、二大政党の一翼を担う党として再生できるかどうかだ。政権担当能力があることを国民に示すには、党として決めたことには立場の違いを超えて一枚岩となれるように組織の体質を変える必要がある。
　前原氏は保守系、枝野氏はリベラル系を中心に支援を受け、憲法改正や野党共闘、消費増税などそれぞれの主張には違いがある。代表選では政策論を戦わせるとともに、なぜ安倍政権の独走を許してきてしまったのか、党のこれまでの歩みを振り返ることが欠かせない。真摯（しんし）な反省こそが党再生の原点だ。
茨城新聞／2017/8/22 4:05
論説　民進代表選／原点戻り徹底した論戦を

　蓮舫代表の後継を決める民進党代表選は、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。
　 両氏は1993年衆院選で日本新党から初当選を果たした同期。その後も民主の風、新党さきがけなど同じ会派や政党を経て、民進党の前身である民主党の結党に参加、時期は異にするが、それぞれ代表、幹事長という党要職を務めた。
　 憲法9条を対象とする改正への姿勢や共産党との選挙協力の在り方などで違いはあるものの、自民党に代わる政権をつくるという初当選時の信念は変えていないだろう。
　 細野豪志元環境相という有力な将来のリーダー候補も離党するなど党は今、存亡の機にひんしている。両氏は初当選時の原点に戻り、徹底した議論を戦わせる必要がある。
　 来年末の任期満了を待たない早期の衆院解散も想定される中で、論戦でまず焦点となるのは次期衆院選での共産党との選挙協力に対する対応だ。
　 21日、立候補届け出後の記者会見で前原氏は「衆院選は政権選択で、理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と述べ、従来の路線を見直す考えを明確にした。一方、幹事長として昨年夏の参院選の改選1人区で共産党との協力に尽力した枝野氏は「一人でも多く当選させるのが大きな責任」として関係を維持する姿勢を示した。
　 また、憲法改正を巡って前原氏が「安倍政権の下での憲法改正は反対だというのは国民の理解を得られない。政権を目指す政党として国の基である憲法の議論はしっかりと行っていく」と党内議論を進めていく方針を明らかにした。
　 対して枝野氏は「民主主義を強化し、人権保障をより高め、国民の生活、経済をより良くする」のが改憲の目的とし、党内議論の結果、その必要性はなかったと述べた。
　 これらの問題で、両氏の主張の違いは小さくはない。しかし、共産党との関係については枝野氏も理念、政策が違い、全面的な協力はできないことは認めている。
　 また、憲法を巡っても憲法の解釈変更による集団的自衛権の行使容認や安倍晋三首相が描く来年中の発議というスケジュールに反対であることは一致している。
　 両氏ともに野党時代から安全保障や憲法の論客として活躍。枝野氏は98年、民主党などの野党案を丸のみさせた金融再生関連法の修正協議を主導、前原氏は2003年の武力攻撃事態法などの成立に当たって自民党との修正協議を担うなど実績を積んで政権交代に尽力した。
　 今回の論戦では両氏らしく、お互いの主張のどこが決定的に違うのか、それは何に由来するのかをとことん突き詰めるべきだ。将来の分裂を恐れて議論を中途半端に終わらせてはならない。
　 徹底的に議論を戦わせた上で、勝利した方が、新代表として、浮かび上がった相違点を乗り越えながら党を運営していくべきだ。それが遠回りのように見えても確実な再生への道となるだろう。
　 民主党時代、「保守対リベラル」という対立を回避するため理念や基本政策の違いを放置し続けたことで、結局は離党者の続出や分裂、ひいては政権の座からの下野を招くに至った。そんな過去を、身をもって知る両氏が同じ過ちを繰り返すようなら民進党に未来はない。

信濃毎日／2017/8/22 10:05
社説　民進党代表選／政権と対抗軸を示せ

　民進党の代表選は前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。
　蓮舫代表の辞任表明に伴う選挙で、９月１日の臨時党大会で新代表が選出される。
　巨大与党に支えられた安倍晋三政権に立ち向かうには、明確な対抗軸を示す必要がある。政策や政治理念を論戦を通じて丁寧に説明してほしい。
　前原氏と枝野氏は記者会見や発表した政見で少子高齢化による社会保障の先細りを見据え、支え合う社会の実現を強調した。
　大きな違いが出たのは、選挙での野党共闘や憲法改正などだ。前原氏は共産党を含む共闘のあり方を見直す方針で、拙速な進め方は問題視しながらも憲法論議の重要性を訴えた。
　枝野氏は、安倍首相が目指す憲法９条改定への反対姿勢を明確にしたほか、過去の選挙で一定の成果を挙げている野党共闘には容認の立場を取った。
　両氏は、安倍政権の政策によって弱者に厳しい「自己責任社会」化が進んだとの認識では一致しているものの、対抗し得る具体策を示してはいない。
　社会保障を充実させるには、相当な財源が必要になる。前原氏は消費税増税に前向きで、枝野氏は慎重な姿勢だ。国民生活をどう底上げするか、道筋も含めて掘り下げなくてはならない。
　民進党の足元は今、大きくぐらついている。離党者が相次ぎ、支持率は低迷したままだ。
　井出庸生政調副会長＝衆院長野３区＝は「活発な代表選にして党の求心力を高める」と危機感を示して立候補を目指した。
　推薦人の数が確保できず出馬を断念したが、関心が高まらない代表選に一石を投じた。
　小池百合子東京都知事の側近の若狭勝衆院議員が新党の設立を目指し、民進を離党した細野豪志元環境相と政策協議をしている。野党再編の足音も党内を動揺させているようだ。
　存在感が低下してはいても、民進は野党第１党である。足並みが乱れたままでは、国民の戸惑いは広がるばかりだろう。この代表選は、党を再生できるかどうかを占うものになるかもしれない。
　民進の退潮は、さらに大きな問題をはらむ。有権者の選択肢を狭めることになるからだ。与党の行き過ぎを止めるすべがなくなり、政党政治が機能不全に陥る恐れがある。前原、枝野両氏は民進だけの問題ではないことを肝に銘じ、論戦に臨んでもらいたい。 
（8月22日）

社説　民進党代表選　党の将来が懸かる戦いだ
新潟日報2017/08/22
　蓮舫代表の辞任表明に伴う民進党代表選は、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官による一騎打ちとなった。
　民進党を取り巻く状況が厳しさを増している中で行われる代表選であり、野党第１党の今後が懸かる戦いといえる。
　前原、枝野両氏はその危機感を持ち、国をどう導き、党勢をいかに立て直すのかについてしっかりと議論を戦わせてほしい。２２日には新潟市で、両氏が出席する候補者集会がある。
　いまの民進党は、内憂と外患を抱えている。
　東京都議選では旧民主党時代を含め過去最低の５議席しか得られなかった。都議選での敗北をきっかけに党内の結束の乱れが表面化した。国会議員離党の動きが相次ぎ、低迷を続ける支持率はいっこうに上向く気配がない。
　これらを内憂とすれば、外患は小池百合子都知事側近の若狭勝衆院議員が掲げる国政新党設立を目指す動きだろう。若狭氏は実現に向けて、民進党を離れた細野豪志元環境相と協議を始めた。
　民進党が代表選を通じて最も心を砕くべきは、論戦を国民の信頼回復につなげていくことだ。それには安倍政権への対抗軸を分かりやすく示さなければならない。
　「加計（かけ）学園問題」や南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題などの追及では、民進党は野党として一定の役割を果たした。
　ただし改めて政権を担うに足る責任政党を目指したいというのなら、政策面で党内がまとまることが必要になる。
　１０月には衆院新潟５区、青森４区、愛媛３区の「トリプル補選」が控える。与党にとっては８月の内閣改造後初の国政選挙だ。民進党の新執行部にとっても初陣となる。結果は今後の政治情勢を大きく左右するに違いない。
　安倍晋三首相が衆院解散・総選挙に踏み切るタイミングを巡り、加計学園問題などで「１強」体制が揺らいだことから、野党の態勢が整う前の年内になるのではないかとの説も取りざたされる。
　こうした情勢を踏まえても、代表選での論戦を通じて民進党が目指す国の将来像を問うていくことが必要だろう。
　前原氏と枝野氏は記者会見で政権への対抗軸として「自己責任から支え合いの社会」を訴え、社会保障の充実を前面に打ち出した。一方、国政選挙での野党共闘の在り方や消費税増税を巡っては考え方の違いが鮮明になった。
　前原氏は、共産党を含めた選挙協力について見直す意向を明言した。消費税増税には前向きな姿勢を示した。
　枝野氏は野党共闘については容認し、現執行部の方針を踏襲する立場だ。消費税増税に関しては現状では否定した。
　憲法改正、「２０３０年代原発ゼロ」政策の扱いなど、ほかにも注目すべきテーマはある。
　ぜひ論議を深め、党としての立ち位置を明確にしてほしい。党が再び結束していくために、不可欠なはずである。
富山新聞/北國新聞／2017/8/22 2:05
社説　民進党代表選／政権の選択肢示す論戦を

　蓮舫代表の辞任表明に伴う民進党代表選は、野党第１党として存続していけるかどうかが懸かった選挙といっても過言ではなく、前原誠司、枝野幸男両氏による論戦を通して、民進党が政権の選択肢になり得る政党であることを示してほしい。
　昨年３月に発足したばかりの民進党は、自由・共生・未来への責任という３本の旗を掲げ、「強い危機感と使命感を持って野党勢力を結集し、政権を担うことのできる新たな政党」「国民とともに進む、真の意味での国民政党」をめざすと宣言した。
　しかし、民主党時代からの寄り合い所帯的性格は抜けきらず、国家観や憲法観などをめぐる内部対立にふたをしてきたことが、一枚岩の国民政党への成長を妨げる一因になっているとみられる。
　そうした点で、憲法改正や消費税増税、共産党との選挙協力などをめぐる路線の違いが鮮明になった今代表選は、むしろ好ましい形になったと言えよう。憲法９条での自衛隊明記を持論とする前原氏に対して、枝野氏は９条改正に反対している。消費税増税でも前向きの前原氏、当面の引き上げに慎重な枝野氏と双方の意見の隔たりは大きい。
　脱原発のエネルギー政策や野党共闘も含めた前原、枝野両氏の路線対立は、突き詰めると党の分裂につながる可能性もある。が、そうした事態も恐れずに議論を戦わせ、民進党の進む道を具体的に示すことが真の国民政党に脱皮し、有権者の信頼を獲得していくために必要なのではないか。
　前原氏と枝野氏は初当選から２４年間、政治行動を共にしてきた盟友である。かつて民主党代表に選ばれた前原氏は、偽メール問題で代表辞任に追い込まれるという苦い経験を持つ。枝野氏は菅直人政権の官房長官や民主党幹事長を務めたが、党勢伸長に力を発揮してきたとは言い難い。
　先の東京都議選で議席を大幅に減らし、党の将来に見切りを付けて離党する議員が相次ぐ中、蓮舫氏が辞任理由に挙げた「統率力」を前原、枝野両氏も厳しく問われることになる。

福井新聞／2017/8/22 8:05
論説　民進党代表選／再生へ徹底論戦しかない

民進党代表選は前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。両氏とも安倍政権との対立軸を打ち出す方針を強調し、離党者の続出を阻止するため挙党態勢を訴えた。だが、野党共闘や憲法改正、消費税増税で主張の違いも際立つ。
　問題の根源は民進党が抱える寄り合い所帯体質にある。蓮舫代表は自らの統率力、求心力の無さを辞任理由に挙げたが、結局、この体質に手を付けられず、放り出した形だ。危機的状況にある野党第１党を復活させるべく、両氏には踏み込んだ論戦を期待したい。
　両氏は１９９３年の衆院選で日本新党から初当選を果たした同期であり、その後も新党さきがけなどを経て、民進党の前身である民主党の結党に参加。それぞれ代表、幹事長といった党要職を歴任した。
　まずは、共産党を含めた選挙協力をどうするかだ。前原氏は「理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と見直す考えを明確にした。これに対し、幹事長として昨年夏の参院選で共産党との協力に動いた枝野氏は「一人でも多く当選させるのが大きな責任」と関係を維持する姿勢を示した。
　また、憲法改正を巡り前原氏が「政権を目指す政党として国の基である憲法の議論はしっかりと行っていく」と党内議論を進める方針を明らかにした。一方、枝野氏は「民主主義を強化し、人権保障をより高め、国民の生活、経済をより良くする」のが改憲の目的とし、党内議論の結果、その必要性はなかったとした。
　共産党との協力に関しては「受け入れられない」と長島昭久衆院議員が離党するなど、党内には野党共闘へのアレルギー感を持つ議員は少なくない。憲法改正に対する姿勢を巡っては、代表代行だった細野豪志氏が「議論さえしないのはおかしい」と批判し辞任、離党した。
　「保守」と「リベラル」など、もともと考え方の異なる者が集まるがゆえに軋轢（あつれき）が表面化するのは避けて通れない。確かに蓮舫氏らを含め歴代執行部が積極的に解決しようとしてこなかった面は否めないが、民進党の性（さが）というべきものでもある。だが、ここを乗り越えない限り離党ドミノはむろん、党分裂といった危機的状況は解消されない。 「安倍１強」が劣化する中、野党第１党の果たすべき役割は大きく、チャンスともいえる。だが「反自公」「反安倍政権」という形でしかまとまれないのであれば、同じように軋轢を生む事態を招きかねない。
　両氏が徹底的に議論し、代表に選ばれた方が相違点は何が要因なのか、解消するための策はないのか、などをじっくり見極めながら党を再生していくべきだ。対立回避のため相違点を放置してきたことが、「民進スルー」ともされる現状につながっている。分裂を恐れて中途半端な議論に終始してはならない。過去の経緯を十分に体感してきた両氏が同じ轍（てつ）を踏むならば、民進党に明日はない。

京都新聞／2017/8/22 10:05
社説　民進代表選告示／党の再生へ本格論戦を

　蓮舫代表の後任を決める民進党代表選が告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちの構図が固まった。若手など第３の候補の擁立は、必要な推薦人の確保に至らなかった。
　両氏はともに１９９３年の衆院選に日本新党から出て初当選、新党さきがけを経て９６年の民主党結党に加わった。２００９年発足の民主党政権の中枢を担い、３年３カ月で終わった政権の失敗を身をもって知る点も共通している。
　新味には欠けるものの、ベテランであり失敗を経験した両氏だからこそ、語れる言葉もあるはずだ。９月１日の投開票に向け、きょうから全国８カ所での遊説がスタートする。安倍政権の描く社会像との違いを明確にする、本格的な論戦を期待したい。
　もっとも、状況は厳しい。加計学園問題などで急落した内閣支持率が改造人事を経てやや持ち直す一方、野党第１党の「顔」を決める民進代表選への国民の関心は、前回にまして低調だ。一因には、政策の軸がみえないこと、次期衆院選の戦い方をめぐって党のスタンスが定まらないことがあろう。
　共産党を含む今の野党共闘に反発し、離党する議員が止まらない。７月の東京都議選で、地域政党を率い圧勝した小池百合子都知事の側近らの国政新党構想との連携を探る動きもある。きのうの共同会見で前原氏は共闘の見直しを、枝野氏は継承を主張し、立場の隔たりを鮮明にした。
　今回の代表選は、民進が従来の路線対立を克服し、自民党「１強」打破に向けて真の意味で一丸となれるか否かの最後のチャンスともいえる。「統率力不足」を露呈した蓮舫執行部を含め、民主党時代から続くガバナンスの弱さを今度こそ解消しなければ、国民に信頼され、再び政権を託される政党には生まれ変われない。
　党内の保守派の代表格である前原氏とリベラル派の推す枝野氏の対決は、どちらが勝っても分裂含みだ。だが亀裂を恐れず、むしろ乗り越える建設的な議論をしてもらいたい。
　両候補は、消費税率引き上げの時期や「原発ゼロ」の年限をめぐっても意見の違いがある。一方で重要政策の実現へ、より具体的に道筋を示す姿勢をともに強調した。
　社会保障の充実による将来不安解消のための財源論、経済政策をはじめ、エネルギー問題、憲法改正、緊迫する東アジア情勢への対応など、党員と国民の関心事を分かりやすく語ってほしい。

論説　民進党代表選／再生へ徹底した論戦を
山陰中央新報2017年8月22日 
　蓮舫代表の後継を決める民進党代表選は、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。
　両氏は１９９３年衆院選で日本新党から初当選を果たした同期。その後も民主の風、新党さきがけなど同じ会派や政党を経て民進党の前身、民主党の結党に参加。時期は異なるが、それぞれ代表、幹事長という党要職を務めた。
　憲法９条を対象とする改正への姿勢や共産党との選挙協力の在り方などで違いはあるものの、自民党に代わる政権をつくるという初当選時の信念は変えていないだろう。
　細野豪志元環境相という有力な将来のリーダー候補も離党するなど党は今、存亡の機にひんしている。両氏は初当選時の原点に戻り、徹底した議論を戦わせる必要がある。
　来年末の任期満了を待たない早期の衆院解散も想定される。論戦でまず焦点となるのは次期衆院選での共産党との選挙協力に対する対応だ。
　２１日、立候補届け出後の記者会見で前原氏は「衆院選は政権選択で、理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と述べ、従来の路線を見直す考えを明確にした。一方、幹事長として昨年夏の参院選の改選１人区で共産党との協力に尽力した枝野氏は「一人でも多く当選させるのが大きな責任」として関係を維持する姿勢を示した。
　また、憲法改正を巡って前原氏が「安倍政権の下での憲法改正は反対だというのは国民の理解を得られない。政権を目指す政党として国の基である憲法の議論はしっかりと行っていく」と党内議論を進める方針を明らかにした。
　対して枝野氏は「民主主義を強化し、人権保障をより高め、国民の生活、経済をより良くする」のが改憲の目的とし、党内議論の結果、その必要性はなかったと述べた。
　これらの問題で、両氏の主張の違いは小さくはない。しかし、共産党との関係については枝野氏も理念、政策が違い、全面的な協力はできないことは認めている。
　また、憲法を巡っても憲法の解釈変更による集団的自衛権の行使容認や安倍晋三首相が描く来年中の発議というスケジュールに反対であることは一致している。
　両氏ともに野党時代から安全保障や憲法の論客として活躍。枝野氏は９８年、民主党などの野党案を丸のみさせた金融再生関連法の修正協議を主導、前原氏は２００３年の武力攻撃事態法などの成立に当たって自民党との修正協議を担った。
　今回の論戦では両氏らしく、お互いの主張のどこが決定的に違うのか、それは何に由来するのかをとことん突き詰めるべきだ。将来の分裂を恐れて議論を中途半端に終わらせてはならない。
　徹底的に議論を戦わせた上で勝利した方が、新代表として、浮かび上がった相違点を乗り越えながら党を運営していくべきだ。それが遠回りのように見えても確実な再生への道となるだろう。
　民主党時代、「保守対リベラル」という対立を回避するため理念や基本政策の違いを放置し続けたことで、結局は離党者の続出や分裂、ひいては政権の座からの下野を招いた。そんな過去を、身をもって知る両氏が、同じ過ちを繰り返すようなら民進党に未来はない。
山陽新聞／2017/8/22 8:05
社説　民進党代表選／国の将来像示して論戦を

　野党第１党として、政権批判の受け皿になるための一歩とできるのか。民進党の代表選がきのう告示された。前原誠司元外相、枝野幸男元官房長官が立候補し、一騎打ちの選挙戦がスタートした。
　東京都議選敗北の責任を取り、任期途中で辞任する蓮舫代表の後任を決める選挙である。新代表は９月１日の臨時党大会で選出される。
　旧民主党時代に政権の座を下りて４年８カ月になる。維新の党と合併し、党名を変えて再出発を図ったものの、支持率は低迷している。深刻なのは安倍政権の支持率が急落する中で、民進党の支持率は上がるどころか下がっていることだ。最新の世論調査では７・３％にとどまる。
　先月の都議選では、小池百合子都知事が率いる「都民ファーストの会」が躍進し、自民党とともに民進党は惨敗した。都議選で有権者が示したのは、自民に代わる受け皿があれば票を投じるが、民進党はその受け皿になり得ていないということだろう。
　都議選後には細野豪志元環境相が離党し、ほかにも離党の動きが相次ぐ。小池都知事の側近、若狭勝衆院議員が年内結成を目指す国政新党の動向にも関心が集まる。民進党の代表選結果によっては野党再編が進む可能性もある。民進党はどんな政治を目指し、これからどこへ向かうのか。まさに存在意義が問われる代表選といえる。
　なぜ、野党第１党の民進党が政権批判の受け皿になり得ないのか。何度も指摘してきたが、主要政策で党内の意見がまとまらず、安倍政権とは異なる「もう一つの道」を明確に打ち出せていないのが理由の一つだろう。
　きのうの記者会見では、両候補ともに安倍政権との対立軸を打ち出していくと強調し、自己責任ではなく支え合う社会の実現を掲げた。民進党が目指す国の将来像を、代表選を通じて国民に示す必要がある。
　両候補は安倍政権の「アベノミクス」を批判し、社会保障の充実を訴えている点などでは一致する。ただ、具体的な政策では意見が異なるものもあり、消費税増税を巡っては前原氏は財源確保のために前向きだが、枝野氏は「現状では上げられる状況ではない」と慎重だ。
　憲法改正では前原氏は改憲論議は認めるが、枝野氏は憲法９条改定には反対すると明言している。原発政策では、前原氏は「２０３０年代の原発ゼロ」政策を維持する一方、枝野氏は目標年次の前倒しを掲げる。代表選という開かれた場でしっかり政策論争をした上で、党の路線を定めることが求められる。
　強引な国会運営や閣僚の失言が目立つ安倍政権だが、背景には「自民１強」が長く続き、政治に緊張感を欠いてきたことがある。再び政権交代が可能な政治状況がつくり出せるか。民進党にとって正念場である。

徳島新聞／2017/8/22 10:05
社説　民進代表選告示  党の存続へ活発な論戦を

　蓮舫代表の辞任表明に伴う民進党代表選が告示された。
　立候補したのは、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官である。
　安倍政権の支持率が下がり、自民党の勢いにブレーキがかかる中でも、民進党に対する期待は一向に高まらない。見切りをつけて離党する議員も相次いでいる。
　野党第１党がしっかりしなければ、政治の緊張感は失われていくだろう。
　党勢をどう立て直し、巨大与党に対抗していくのか。前原、枝野両氏は党の将来像を明確に打ち出し、活発な論戦を展開してもらいたい。
　立候補に当たり、前原氏は自己責任社会と決別し、目指すべき社会像を示すと訴えた。枝野氏は「多様性を認め合い、困ったときに寄り添い、お互いさまに支え合う社会を目指す」と強調した。
　具体策には共通点も多いが、共産党を含む野党共闘へのスタンスは異なっている。
　前原氏は「理念、政策が合わないところと協力することはおかしい」と見直しを主張し、枝野氏は「党の主体性を持ちながら、できることを最大限やる」と容認した。
　野党共闘を巡っては、反発した細野豪志元環境相らが離党する要因となった。一方で、昨年の参院選では、ある程度の成果を上げたのも事実である。
　小池百合子東京都知事や、結成の動きがある新党との連携も焦点だ。これについては、枝野氏が消極的な姿勢を見せる半面、前原氏は態度を保留している。
　いずれも、党の分裂や野党再編につながりかねない問題である。対応を誤れば、党の存続が危うくなろう。
　基本政策でも違いがある。
　消費税増税に前原氏は賛成、枝野氏は反対を表明し、「２０３０年代の原発ゼロ」には、全力で取り組むとする前原氏に対し、枝野氏は「一刻も早く」と踏み込んだ。
　憲法改正では、両氏とも現状での改憲に否定的だが、９条などについての考え方には開きがある。
　消費税増税は、福祉や教育の財源確保策に絡む問題だ。原発や憲法に関しては、党員、支持者の間でも意見が大きく割れている。
　党内対立の解消は難しいが、違いをできるだけ埋め、方向性を一致させる努力が欠かせない。国民に見える形で議論を重ねることが重要だ。
　両氏に対しては、新鮮味がなく、どちらが代表になっても党勢回復は望めないといった見方がある。
　民進党の現状に注がれる目は厳しい。代表の人気やイメージの刷新だけで支持率が上がるほど甘くはない。
　前身の民主党時代を含めて、代表選は毎年のように行われている。党内での足の引っ張り合いが、いかに多かったかを物語っている。
　結束を図り、何を目指す党なのかを国民にはっきりと示す。代表選を、その第一歩とすべきである。

高知新聞／2017/8/22 10:05
社説　民進党代表選／存在意義を考える機会だ

　蓮舫氏の辞任表明に伴う民進党の代表選が告示された。前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官が立候補し、旧民主党政権の主要閣僚による選挙戦となった。来月１日の臨時党大会で新代表が決まる。
　前原氏は民主党で代表を、枝野氏は民主と民進両党で幹事長を務めた。やや新味に乏しいとの見方はあろうが、低迷が続く党の現状に責任を負う点で２人は共通する。
　この代表選は、党の存在意義を改めて確認する機会としなければなるまい。なぜ民進党が必要なのかを考えるべき時ともいえよう。
　安倍首相の１強時代が続く中、政権への国民の不信が高まっているのは間違いない。学校法人「森友学園」や「加計（かけ）学園」の問題、強権的な政治姿勢を巡って内閣支持率は急落した。安倍氏は反省し丁寧な説明に努めると表明したものの、問題解明へ説明責任を果たそうとしない。
　国民の不満を吸収する受け皿となるのは野党第１党の民進党のはずだろう。政権を追及し、問題の解明に力を発揮すべき時だ。
　ところが政権を脅かすことができず、国会答弁では安倍氏に軽んじられている印象もある。安倍政権の強引さに関して、民進党の責任は小さくないといっていい。
　直近の世論調査によると、政党別の支持率で自民党が４割近いのに対し民進党は７％余り。とても対抗勢力とはいえまい。
　旧民主党政権の記憶が今も国民に焼き付いていよう。加えて経済や社会保障で、安倍政権が民進党の政策を取り込む戦術に出たため、政策によっては明確な違いが出にくい。アベノミクスに限界がうかがえる状況ではあるが、経済が安定している点は否定できない。
　一方、蓮舫氏が辞任表明に至った過程では、民主党時代から引きずる党の内紛体質をさらけ出した。
　安全保障政策や憲法観を巡り、党内では自民に近い保守派から、中道・リベラル派まで幅広い勢力が存在する。路線が異なり、激しく政策論争することもあるだろう。だが、いざこざが絶えぬ党だとみられていていいはずがない。
　民主的な政治が行われるには、いつでも政権運営を取って代わることのできる野党の存在が欠かせない。それには、民進党が与党に対し緊張感をもたらす存在となる必要がありはしないか。
　昨日、党本部で開かれた共同記者会見では、前原氏が「自民党に代わる新たな選択肢をつくる」、枝野氏が「明確な対抗軸を打ち立てる」と述べた。党に今、何が最も求められているのかを２人とも十分に意識した発言だ。
　質疑応答があった国政での野党共闘、消費税増税など重要政策では、２人の見解に違いもあった。党内で徹底して議論すべきである。
　その上で代表を選び、針路を決め、結束できる組織であることを国民に示す必要がある。そこから信頼回復への道が始まろう。　

佐賀新聞／2017/8/22 8:05
論説　民進党代表選

　蓮舫代表の後継を決める民進党代表選は、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官の一騎打ちとなった。
　両氏は１９９３年衆院選で日本新党から初当選を果たした同期。その後も民主の風、新党さきがけなど同じ会派や政党を経て、民進党の前身である民主党の結党に参加、時期は異にするが、それぞれ代表、幹事長という党要職を務めた。
　憲法９条を対象とする改正への姿勢や共産党との選挙協力の在り方などで違いはあるものの、自民党に代わる政権をつくるという初当選時の信念は変えていないだろう。
　細野豪志元環境相という有力な将来のリーダー候補も離党するなど党は今、存亡の機にひんしている。両氏は初当選時の原点に戻り、徹底した議論を戦わせる必要がある。
　来年末の任期満了を待たない早期の衆院解散も想定される中で、論戦でまず焦点となるのは次期衆院選での共産党との選挙協力に対する対応だ。
　２１日、立候補届け出後の記者会見で前原氏は「衆院選は政権選択で、理念や政策が合わないところと協力するのはおかしい」と述べ、従来の路線を見直す考えを明確にした。一方、幹事長として昨年夏の参院選の改選１人区で共産党との協力に尽力した枝野氏は「一人でも多く当選させるのが大きな責任」として関係を維持する姿勢を示した。
　また、憲法改正を巡って前原氏が「安倍政権の下での憲法改正は反対だというのは国民の理解を得られない。政権を目指す政党として国の基である憲法の議論はしっかりと行っていく」と党内議論を進めていく方針を明らかにした。
　対して枝野氏は「民主主義を強化し、人権保障をより高め、国民の生活、経済をより良くする」のが改憲の目的とし、党内議論の結果、その必要性はなかったと述べた。
　これらの問題で、両氏の主張の違いは小さくはない。しかし、共産党との関係については枝野氏も理念、政策が違い、全面的な協力はできないことは認めている。
　また、憲法を巡っても憲法の解釈変更による集団的自衛権の行使容認や安倍晋三首相が描く来年中の発議というスケジュールに反対であることは一致している。
　両氏ともに野党時代から安全保障や憲法の論客として活躍。枝野氏は９８年、民主党などの野党案を丸のみさせた金融再生関連法の修正協議を主導、前原氏は２００３年の武力攻撃事態法などの成立に当たって自民党との修正協議を担うなど実績を積んで政権交代に尽力した。
　今回の論戦では両氏らしく、お互いの主張のどこが決定的に違うのか、それは何に由来するのかをとことん突き詰めるべきだ。将来の分裂を恐れて議論を中途半端に終わらせてはならない。
　徹底的に議論を戦わせた上で、勝利した方が、新代表として、浮かび上がった相違点を乗り越えながら党を運営していくべきだ。それが遠回りのように見えても確実な再生への道となるだろう。
　民主党時代、「保守対リベラル」という対立を回避するため理念や基本政策の違いを放置し続けたことで、結局は離党者の続出や分裂、ひいては政権の座からの下野を招くに至った。
　そんな過去を、身をもって知る両氏が同じ過ちを繰り返すようなら民進党に未来はない。（共同通信・柿崎明二）

社説　民進党代表選告示　何を目指すかが問われる
熊本日日新聞 2017年08月22日 
　民進党代表選は２１日告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官が立候補を届け出た。９月１日の臨時党大会での投開票に向けて選挙戦が始まった。
　党の支持率は低迷を続け、離党者が相次ぐ厳しい状況下だ。どちらが勝利しても前途多難なのは間違いあるまい。だが、政府与党をチェックし問題点を指摘する野党の役割は、政権の暴走を防ぎ民主主義を維持、発展させるために極めて重要だ。
　特に民進党には、野党第１党としての自覚が求められよう。前原、枝野両氏は、憲法改正への対応やアベノミクスに代わる経済政策、原発問題などについて自民党との違いを具体的に打ち出し、国民に分かりやすい論戦を展開してもらいたい。
　民進党は２０１６年３月、民主党と維新の党が合流して誕生した。初代代表の岡田克也氏はこの年の参院選敗北を踏まえ半年後に退任。蓮舫氏が初の女性代表に選出されたが党への逆風はやまず、今年７月の東京都議選では過去最低の５議席と惨敗。蓮舫氏も１年持たず辞任を表明した。
　党の選挙総括によると、都議選告示までに計１６人の現職や元職、新人候補が党を離れた。国会議員も都議選後４人が離党届を提出。次世代のホープと期待された細野豪志元環境相も党を去った。
　党勢低迷の要因として、民主党時代の政権運営のまずさが度々挙げられる。確かに当時の“負のイメージ”は、いまだ払拭［ふっしょく］されてはいまい。仲間割れや足の引っ張り合いといったまとまりのなさも印象を悪くするばかりだ。
　立候補した両氏は、党を組織としてどう再建するのかを明らかにしてもらいたい。政策論争も重要だが、今のままでは年内解散説が取り沙汰される衆院選も戦えまい。言葉だけではない「解党的出直し」が求められよう。
　国政選挙での野党共闘を巡っては、前原氏は是非を含めて見直す方針。一方の枝野氏は基本的に容認する立場だ。しかし、それ以前に問われているのは、民進党としての存在理由、独自性ではないのか。何を目指す政党なのか、党の軸足はどこに置いているのかを国民に対して明確に示すことから始めるべきだ。 
南日本新聞／2017/8/22 8:05
社説　民進党代表選／求心力を取り戻せるか

　蓮舫代表の辞任表明に伴う民進党の代表選が告示され、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官が立候補を届け出た。
　国政選挙での野党共闘や憲法改正への対応、経済、エネルギー政策で両氏の主張には温度差があり、主な争点となりそうだ。
　民進党は離党者が相次いでおり、結党以来の危機的な状況といえる。安倍政権への対抗軸を示し、政権奪還へ求心力を取り戻せるかが問われている。
　年内の新党立ち上げに向けて小池百合子東京都知事の側近である若狭勝衆院議員も動き出した。代表選の結果は野党再編に影響を及ぼす可能性もあり、注目される。
　前原氏と枝野氏は、自民党に代わりうる政権の担い手を目指すという主張は共通しているものの、個々の政策では違いもある。
　前原氏は、共産党を含む野党共闘について在り方を見直す方針だ。改憲論議は応じるべきとしつつ、「最優先課題ではない」とする。消費増税に前向きで、「２０３０年代の原発ゼロ」政策は現行目標を維持する。
　一方の枝野氏は、昨年の参院選で幹事長として野党共闘を進めた経緯もあり、基本的に容認する立場だ。憲法９条改定への反対を明言。消費増税には慎重姿勢で、「原発ゼロ」は目標年次の前倒しを掲げる。
　安倍政権は学校法人「加計学園」と「森友学園」を巡る問題や、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題などで、一時の勢いを失っている。
　ところが、民進党は政権不信の受け皿になりきれていない。８月初めの共同通信社の世論調査で、支持率は０．９ポイント下がり７．３％と低迷したままだ。
　有権者の目が厳しいのは、政策の方針が固まらず、問題があるたびに曲折を繰り返す印象から抜け出せないためだ。
　代表選を通じて徹底的に議論を重ねてもらいたい。結論が出たら新代表は党内をまとめ、腰を据えて政権と対峙（たいじ）するべきだ。
　衆院選のタイミングが読めない中で、野党再編の動きも活発化している。
　若狭氏は「日本ファーストの会」を設立し、野党の勢力図に新たに事実上の「小池新党」が加わる展開となっている。
　「小池新党」には、民進党を離党した細野豪志元環境相の連携が予測され、前原氏も協力に傾いているとされる。
　主要野党が分立したままで次期衆院選を戦えば、与党を利するだけである。つぶし合いや主導権争いで終わらせてはならない。

毎日新聞／2017/8/23 4:00
社説　米韓軍事演習と北朝鮮／過剰な反応は有害無益だ

　いつもながら物騒な発言である。 
　おととい始まった米韓合同軍事演習に対し、北朝鮮側は「危険な軍事挑発」だと反発し「無慈悲な報復と懲罰を免れないだろう」と主張した。 
　単なる脅しともとれるが、北朝鮮が米領グアム周辺へミサイルを発射する計画を温めている折、軽々には見過ごせない発言である。 
　だが、明確にしておきたい。緊張を高めているのは北朝鮮なのである。米韓演習は定例で、北朝鮮の核・ミサイル攻撃を想定した指揮態勢のシミュレーションに過ぎない。 
　しかも米兵の参加者は昨年の２万５０００人規模から今回は約１万７５００人に減っている。 
　米側は兵員削減に特段の意味はないとしているが、中国やロシアが米韓演習に懸念を示していることもあり、北朝鮮をことさら刺激しないための米国の配慮とも解釈できる。 
　演習には北朝鮮の政権中枢への攻撃を想定した「作戦計画５０１５」も含まれるとはいえ、北朝鮮の声明は明らかに過剰反応である。 
　それよりも北朝鮮は、日本の上空を通ってグアムの方向へミサイルを撃つ構想自体、国際常識に反していることを自覚すべきだ。 
　北朝鮮の意図はどうあれ、そのミサイルがグアムに直接的な被害を与えないとは限らない。ひとつ間違えば日本の領土・領海にミサイル本体や残骸が降ることもあり得よう。 
　一般論で言えば、そうした事態は軍事攻撃とみなされ反撃の対象になってもおかしくない。 
　米国との対話を望むなら北朝鮮はまず、グアム方面へのミサイル発射計画を撤回すべきである。米国民を軍事的に威嚇しても主戦論を高めて逆効果になるだけだろう。 
　お得意の「瀬戸際戦術」で北朝鮮が軍鼓を打ち鳴らすのはもはや限界と知るべきだ。 
　一方、米国では首席戦略官だったバノン氏らトランプ大統領の側近が次々に政権を去り、外交・防衛を担う国務省、国防総省の幹部ポストの空席も目立っている。 
　北朝鮮問題で戦略を描き切れず実務にも不安がある。それが米国の実情だろう。ここは落ち着いて考えたい。米国は日本や韓国、中露と連携を強め、北朝鮮との直接間接の対話を模索してもいいはずだ。

富山新聞/北國新聞／2017/8/23 2:05
社説　米韓軍事演習／現実の脅威見据え対策を

　北朝鮮からの攻撃を想定した米国と韓国の合同軍事演習が始まった。北朝鮮がグアム周辺へのミサイル発射計画を明らかにした後だけに、新たな挑発に踏み切る恐れもある。
　北朝鮮は金正日総書記が先軍政治を始めた２５日を「先軍の日」に定めている。９月９日には「建国記念日」が控えており、日本も当面は警戒を強める必要があろう。
　北朝鮮の弾道ミサイルをめぐっては、トランプ米大統領と金正恩朝鮮労働党委員長が、ともに強硬な態度を取り続け、対立は「チキンゲーム」化している。北朝鮮はこれまでも日米韓を威嚇し、危機と融和策を巧みに演出しながら、核とミサイル開発を進めてきた。米大統領が本気で北朝鮮に向き合う現在の状況は、金政権にとって狙い通りともいえるのであり、譲歩を引き出すまで一歩も引かぬつもりだろう。
　日本を射程に収める弾道ミサイルは既に２００～３００基が実戦配備されているとされる。いずれも核弾頭を搭載可能とみなければならず、北朝鮮の脅威は日増しに高まるばかりだ。
　安倍政権は発足以来、外交面から対中包囲網の形成に努め、米国とともに中国に圧力をかける形で北朝鮮の核とミサイル開発を抑え込もうとしてきた。日米両政府の外務・防衛担当閣僚による安全保障協議委員会（２プラス２）では、中国に「北朝鮮の行動を改めさせる具体的な措置を求める」と強調した。
　日本としては米国と結束を強め、中国に対して石炭や鉄鉱石の禁輸などを盛り込んだ国連安全保障理事会の新たな制裁決議を忠実に履行するよう求めていくことが重要だ。また、ロシアに対しての外交圧力をもう一段高める必要もあるのではないか。
　２プラス２の会合で、日本は陸上配備型迎撃システム「イージス・アショア」の導入方針を表明した。だが、新装備が稼働しても全て迎撃できるわけではない。ミサイルの新たな抑止力として、発射される前に敵基地を破壊する「敵基地攻撃能力」の保有について真剣に考える時期に来ている。

京都新聞／2017/8/22 10:05
社説　米韓合同演習／緊張緩和の方策を探れ

　米韓連合軍司令部は、北朝鮮有事に備える定例の米韓合同演習「乙支（ウルチ）フリーダムガーディアン」を韓国で始めた。
　北朝鮮側は「火に油を注ぐように情勢をさらに悪化させる」と強く反発している。昨年の乙支演習では、期間中に潜水艦発射弾道ミサイル「ＳＬＢＭ」を発射しており、同様の挑発行為に出れば、半島情勢は一気に緊張を増す。双方に冷静な行動を求めたい。
　合同演習は北朝鮮による韓国攻撃を想定し、兆候を捉えた際の先制攻撃や反撃の手続きをコンピューターシミュレーションを使って確認する指揮所演習が中心だ。
　米韓は防衛目的と主張するが、北朝鮮が侵攻した時の反撃能力だけでなく、北朝鮮指導部の抹殺や体制転覆が可能なことを見せつけ、軍事挑発や核・ミサイル能力の高度化をやめるよう威嚇する意味合いが大きい。
　だが、そうした合同演習の強化が北朝鮮に体制維持への危機感を抱かせ、核・ミサイル開発を急ピッチで進めさせる背景になってきたことも否めない。
　北朝鮮は今月９日、米国に対し中距離弾道ミサイル４発を米領グアムに向けて同時に発射することを「慎重に検討している」と警告した。その後、金正恩朝鮮労働党委員長が米国の出方を見守る姿勢を見せていた。
　米軍は今回、参加人数を縮小し、原子力空母や戦略爆撃機の投入も予告しないなど抑制的な姿勢も目立つが、北朝鮮がどう受け止めているかは不透明だ。
　半島の緊張が高まれば、偶発的なきっかけで戦争へとエスカレートしかねない。
　緊張緩和のためには、まず北朝鮮がミサイル発射などの挑発行為を慎む必要がある。同時に米国は緊張拡大を望まないというメッセージをより明確に打ち出すべきだろう。
　北朝鮮のミサイル発射実験が相次ぐのを受け、中国とロシアは北朝鮮が核ミサイル実験を停止する代わりに、米韓両国が合同演習を一時停止する段階的な政策を採用するよう、国連安全保障理事会などで呼び掛けている。
　中ロの思惑が絡む提案だが、米国内にも、外交による解決を図るために、部分的であっても合同演習の停止を求める声が上がっているという。
　必要なのは、国際社会が冷静に対処し、米朝両国を対話に導く方策を探ることだ。日本が果たすべき役割も小さくない。

沖縄タイムス／2017/8/22 8:05
社説　米韓演習と北朝鮮／自制し意思疎通を図れ

　米国と北朝鮮が軍事的な「挑発と対抗」の悪循環を抜け出し緊張緩和に向けて動き出すのはいつのことだろうか。
　水面下であれ何であれ、米朝が話し合わなければ、何も進まない。米韓合同演習を巡って米朝双方に感じられる「抑制的な態度」がその第一歩となることを期待したい。
　定例の米韓合同演習「乙支（ウルチ）フリーダムガーディアン」が２１日から、韓国各地で始まった。
　春先に実施される大規模な野外機動訓練と違って、この演習は、コンピューターを使った合同指揮所演習である。
　北朝鮮による韓国への核攻撃を想定し、その兆候をとらえた際の先制攻撃や反撃の手順を確認するのだという。
　朝鮮労働党の機関紙、労働新聞は「火に油を注ぐように事態をさらに悪化させる」と非難しているが、今のところ言葉遣いも行動も抑制的だ。
　金正恩・朝鮮労働党委員長が語った「米国の行動や態度をしばらく見守る」との姿勢を現時点では維持しているように見える。
　米国も、昨年に比べ参加兵力を縮小した。訓練も公開していない。備えつつ、しかし、抑制的だ。
　グアムの戦略爆撃機や原子力空母を参加させるかどうかということと、グアム周辺への戦略ミサイル発射計画が「にらみ合っている」という構図だ。
　「にらみ合い」そのものがリスクであるのは確かだが、これを管理し、閉じ込め、当面の課題として「不安定の中の安定」という構造をつくり出すことが重要だ。
　安保関連法が成立し、自衛隊による集団的自衛権の行使が可能となった現在の日米韓３カ国の関係は、鎖の輪が三つ、つながっている関係といえるのではないか。真ん中が米国で、両端の日韓を束ねている。
　朝鮮有事の際、米軍が直ちに対応することは、作戦計画に盛り込まれているが、そのような事態が生じた場合、日本も連動して動く可能性が高い。
　小野寺五典防衛相は、グアムが攻撃された場合、集団的自衛権を行使できる「存立危機事態」にあたりうる、との考えを示した。
　安全・安心を重視する国民の中から不安が噴出すれば、「存立危機事態」が拡大解釈される懸念も深まる。安保法が巻き込まれのリスクを高めているのである。
　圧力を機能させるには対話が必要である。対話なき圧力一辺倒は、日米韓と中朝ロの溝を深める。
　グアムの観光局長が２１日、東京で記者会見し、グアムは安全だと訴えたという。
　観光に依存する米軍基地の島、という点でグアムと沖縄には共通点がある。
　観光業は有事にもろい。観光業は平和産業である。米朝の間で衝突が起きれば、沖縄観光は深刻な打撃を受けるだろう。それが各面に波及し、県経済全体が冷え込むおそれがある。そして、さまざまな有事法制が作動し、日常の平穏が脅かされるのである。
　危機のその先にまで、想像力を働かせたい。

産經新聞／2017/8/21 6:00
主張　文大統領発言／国交の基盤まで崩すのか

　韓国の文在寅大統領が、徴用工問題をめぐり個人の賠償請求権があると公式に発言した。
　言うまでもなく、賠償問題は昭和４０年の日韓協定で解決済みである。協定は国交正常化に伴い取り交わされ、両国関係の基盤となるものだ。
　従来の見解を覆し、基盤を損なう発言は、断じて容認することができない。
　これは、正常な外交関係の継続をも困難にする異常事態といえる。政府は厳重抗議し、撤回を求めるべきである。
　発言は、就任１００日の記者会見におけるものだ。
　文氏は、元徴用工らの訴訟をめぐる平成２４年の韓国最高裁の判断を挙げた。「強制徴用者個人」が日本企業を相手にする民事的権利は残っている判例だといい、「政府はこの立場で歴史問題に臨んでいる」と述べた。
　だが、その判例自体が「日本の植民地支配は不当な強制的占拠」などと、史実を無視して示されたものである。戦時徴用について「強制労働」との批判も誤りだ。法令（国民徴用令）に基づき、合法的に行われた勤労動員だ。
　日韓請求権・経済協力協定では、日本が無償供与３億ドル、有償２億ドルを約束し、戦後補償問題は「完全かつ最終的に解決された」ことが明記された。韓国はこの５億ドルをインフラ整備などに充てることによって「漢江の奇跡」と呼ばれる経済復興を果たした。
　無償３億ドルには、個人の被害補償問題の解決金も含まれている。盧武鉉政権でこれを認める見解をまとめており、当時大統領側近だった文氏が知らぬはずはない。
　文氏の発言は戦後補償の枠組みのみならず、国交関係そのものをおかしくする暴言だが、そうした認識はないのだろうか。「反日」発言で国民に迎合する傾向が強いにしても、限度を超えている。
　徴用工訴訟は、韓国の裁判所で日本企業に賠償を命じる判決が相次ぎ、係争中のものもある。賠償命令が確定すれば、資産差し押さえなどの懸念がある。政府はその違法性を訴えるべきだ。
　慰安婦問題が社会問題になったのは、国交正常化交渉時より「かなり後」とも言い出している。だから、日韓合意を蒸し返す権利があるというのだろうか。
　請求権を認めたいなら、日本とは関係のないところで、自国民との間で解決を図ればよい。

信濃毎日／2017/8/21 10:05
社説　徴用工問題／大統領の姿勢を危ぶむ

　韓国の国際的信用と日韓関係を損なう危険をどこまで見据えたのか、疑問が募る。
　文在寅大統領が日本の植民地支配下での徴用工問題について、韓国人の個人請求権は消滅していないとの見方を示した。両国間の過去の合意を覆す見解である。
　この問題を巡っては韓国内で何件もの裁判になっている。大統領発言に呼応する形で賠償を命ずる判決が確定し、日本企業の韓国内の資産が差し押さえられる展開もあり得る。先進国同士では考えにくい事態になる。
　発端は５年前に韓国最高裁が下した判断だ。徴用工の日本企業に対する請求権は１９６５年の日韓協定でも消滅していないとして、審理を差し戻した。
　日本の国家権力が関与した反人道的不法行為や植民地支配に直結した不法行為が原因で生じた損害賠償請求権は、協定が消滅させる対象に含まれない―。最高裁は判決で述べている。
　これ以降、下級審で請求を認める判決が相次いでいる。
　「両国間の合意が個々人の権利を侵害することはできない」。大統領の発言だ。最高裁判断を追認した形である。
　大統領が言うように、個人の権利は国家間の合意では侵害されないとするのは一理ある考え方だ。例えば独裁者が外国からの援助と引き換えに国民の請求権を勝手に放棄した場合、その行為を是認するのは難しい。
　しかし６５年の協定を韓国国民の権利の不当な侵害と見なすのは一方的に過ぎる。韓国政府は当時の国家予算の２年分に当たる資金を日本から受け取って経済建設に充てた。そして高度成長軌道に乗ることができた。
　韓国は盧武鉉政権のとき無償経済協力に徴用工問題解決の資金も含まれているとの見解を発表している。今になって過去の経緯を無視するのは筋が通らない。
　日本と韓国の間には元慰安婦、原爆被害者、サハリン残留韓国人など、解決してない問題がある。苦しみをなめた人たちの痛みをどうすれば和らげることができるのか、国民レベルの確かな和解につなげることができるのか。そこに力を注ぐ努力が両国政府に求められている。
　国家の指導者が国民の反日ムードに迎合するようでは、問題解決はさらに遠くなる。
　過去の行為が時を超え世代をつないで非難され続ける。植民地支配とは何と割に合わないものかとの思いが改めて込み上げる。 
（8月21日）

山陽新聞／2017/8/21 10:05
社説　韓国徴用工発言／積み重ねは尊重すべきだ

　韓国の文在寅（ムンジェイン）大統領は、日本の植民地支配下での徴用工問題について、１９６５年の日韓請求権協定で韓国人の個人請求権は消滅しておらず、未解決だとの立場を初めて明言した。就任１００日に合わせた記者会見で述べた。
　これに先立ち、植民地支配からの解放を記念する１５日の「光復節」の記念式典では、解決に向け「日本の指導者の勇気ある姿勢」を求めた。
　日本にアジア諸国への加害責任があることは確かである。しかし、日本政府は日韓請求権協定で韓国に３億ドルの無償資金などを支払い、韓国人の個人請求権は消滅したとの立場だ。韓国政府も２００５年、従軍慰安婦らは協定の対象外とする一方、元徴用工への日本の補償措置は解決済みと認めている。
　文氏の発言はこれを覆すもので、到底受け入れられるものではない。文政権は慰安婦問題についても、１５年の日韓合意の成立過程を検証中で、結果次第で日本に再交渉を求めることも想定される。
　慰安婦問題で日韓両政府は「最終的かつ不可逆的に解決される」ことで合意している。国と国との約束をほごにすることは、韓国に対する不信感を広げ、協力関係を損ないかねない。
　安倍晋三首相と文氏は７月にドイツで行われた会談で、日韓関係を「未来志向」で進めていくと確認した。そのためには、政権が代わっても、過去に積み重ねた経緯は尊重すべきである。
　この問題は、太平洋戦争中に朝鮮半島出身者が日本に徴用され労働を強いられたとして、本人や遺族が補償を求めているものだ。韓国最高裁は１２年、政府の立場とは異なり、個人請求権は消滅していないと判断し、日本企業に賠償を求めた韓国での訴訟は元徴用工らの勝訴が続いている。
　最高裁は最終的な確定判決を出していないが、文氏の発言で企業はさらに厳しい立場に追い込まれる可能性がある。発言を受けて、日本政府は請求権問題は解決済みとのわが国の立場を韓国外務省に申し入れた。今後も粘り強く説得してほしい。
　一方で、北朝鮮情勢の緊迫化で韓国との協調関係が重要性を増す中、文氏の真意は慎重に見極める必要もある。発言の背景には韓国内で続く保守と革新の対立があり、革新系大統領としての国内向けアピールの側面が強いという指摘もある。
　懸念されるのは、歴史問題が再び日韓の大きな懸案になることだ。韓国は格安航空会社（ＬＣＣ）の便数増を追い風に日本ブームという。今年上半期に日本を訪れた外国人旅行者のうち、韓国は前年同期に比べ４割以上増え３３９万人余と、中国を抜きトップになった。こうした交流に水を差すべきではない。
　歴史問題は国民感情を刺激しやすく、慎重な対応が求められる。文氏はもちろん、日本側もその自覚が大切だ。

徳島新聞／2017/8/21 10:05
社説　徴用工問題　  韓国は火種をつくるな

　日本の植民地支配下で強制動員されたとして、韓国の元徴用工らが日本政府や企業に補償を求めている問題で、韓国の文在寅（ムンジェイン）大統領が、個人の請求権は消滅していないとの認識を示した。
　　徴用工問題は、両国政府が解決済みとしてきたものだ。それを今になって否定するとは、全く理解に苦しむ。
　　日本と韓国は経済や文化、安全保障など、さまざまな面で関係を強めなければならない重要な隣国同士である。
　　歴史問題を蒸し返し、新たな火種をつくることが、一国のリーダーとしてふさわしい行動なのか。文氏はよく考えてもらいたい。
　　元徴用工への補償に関しては、１９６５年の日韓国交正常化の際に結んだ請求権協定がある。日本が３億ドルの無償資金を提供し、同時に、両国政府、国民間の請求権問題は「完全かつ最終的に解決された」とする内容だ。
　　日本と同様、歴代の韓国政権も「解決」を認める立場を取ってきた。
　　これに異を唱えたのが、韓国の最高裁である。２０１２年に、協定では個人の請求権は消滅していないとの初判断を示し、その後、韓国の地・高裁で日本企業に賠償を命じる判決が相次いでいる。
　　文氏は、最高裁判断が政府の立場だと明言したが、到底納得できない。
　　協定を巡っては、０５年に盧武鉉（ノムヒョン）政権が検証したことがある。その結果、日本からの３億ドルは「強制動員の被害補償問題を解決する（性格の）資金」だと指摘し、元徴用工らへの日本による補償措置は解決済みとの見解をまとめた。
　　文氏は、盧大統領の側近として検証に関与した一人である。見解が誤っていたというなら、その理由を明確に説明してほしい。
　　韓国では今夏、徴用工らの脱出劇を描いた映画「軍艦島」が公開され、関心が集まった。ソウル中心部に、市民グループが徴用工の像を設置する事態にもなっている。
　　懸念されるのは、反日感情の高まりが、日韓関係を再び冷え込ませてしまうことだ。そうならないために、政治家には歴史問題で冷静な対応が求められる。
　　文氏は、従軍慰安婦問題の解決を確認した１５年の日韓合意に対しても懐疑的だ。成立過程を検証し、結果次第では日本側に再交渉を求める構えである。
　　だが、請求権協定も日韓合意も、長い交渉を経て国同士が交わしたものだ。政権が代わったからといって、一方的にほごにできるはずがない。
　　文氏は、過去の歴史が未来志向の日韓関係の障害になり続けるのは望ましくないとも語っている。
　　そうであるなら、国民に迎合し、感情をあおるような言動は慎むべきだ。
　　このままでは、韓国は約束を守れない国と見なされるのではないか。国際的な信用が問われかねないことを、文氏は認識しなければならない。

高知新聞／2017/8/21 10:05
社説　徴用工問題／過度の外交論争を避けよ

　就任１００日を迎えた韓国の文在寅（ムンジェイン）大統領が、第２次大戦中の徴用工問題で、韓国人の個人請求権は消滅していないとの認識を示した。
　強制連行されて日本企業などで働かされた韓国人の徴用工問題は、元従軍慰安婦への謝罪や補償とともに日韓の癒えない歴史問題の一つだ。目を背けることができない。
　それでも文氏の今回の発言は首をかしげざるを得ない。
　日韓両政府は１９６５年に請求権協定を結んでいる。日本政府は協定に基づき、３億ドルの無償資金を提供した。元徴用工への補償は「解決済み」との立場だ。
　韓国政府もそれを認めてきた。２００５年、３億ドルは慰安婦らを除き「強制動員の被害補償問題を解決する」資金だとして、日本政府による徴用工らへの補償措置は終わっているとの立場を示した。
　１２年に、韓国最高裁が元徴用工の個人請求権を認める判断を示した際も韓国政府は「個人と企業間の訴訟だ」と距離を置いた。その後、日本企業に損害賠償を求める訴訟が相次いだが、やはり静観してきた。
　文氏はそれを覆した。
　慰安婦問題でも文政権は、朴槿恵（パククネ）前政権が最終解決を確認した１５年の日韓合意を「国民の大多数が受け入れられない」として、合意の成立過程を検証している。
　この夏、韓国では徴用工の苦難を描いた映画「軍艦島」が観客６００万人を超す人気になっている。日本企業に元徴用工への賠償を命じる下級審判決も相次いでいる。徴用工問題が国民の注目を集める中での大統領発言だった。
　文氏は弁護士であり、かつて徴用工の裁判で弁護団の一員だった。特別な思いはあろう。９年ぶりに保守から革新への政権交代を果たし、前政権との違いをアピールする狙いもあったかもしれない。
　だが、０５年の政府見解の表明時に政権の座にあったのは革新の盧武鉉（ノムヒョン）氏であり、大統領府で側近として盧氏を支えていたのが文氏だ。整合性が問われる。
　そもそも韓国では、日本が支払った３億ドルの大半がインフラ整備などに用いられ、元徴用工らの補償には充てられなかった現実がある。徴用工問題は内政問題の一面がある。
　日本の植民地支配からの解放を記念する１５日の式典で文氏は、日韓関係について「歴史問題にふたをして進むことはできない」と述べた。同感だ。日本は真摯（しんし）に歴史に向き合わなければならない。
　同時に文氏は「シャトル外交を含め、多様な交流を拡大する」とも強調した。両国はいま、これまで以上に関係を密にしなければならない。安全保障面でも北朝鮮の核問題は緊迫度を増している。
　こうした状況を踏まえ、徴用工問題を過度の外交論争にすることは避けなければならない。日本政府内では「蒸し返しだ」と反発する声が少なくないが、日韓ともに冷静な対応が求められる。

社説　文氏の徴用工発言　未来志向につながらない 
熊本日日新聞2017年08月22日 
　日韓関係を「未来志向」で進めていくと、韓国の文在寅［ムンジェイン］大統領は７月にドイツで行われた安倍晋三首相との首脳会談で約束したはずではなかったか。その立場を自ら翻す発言と言わざるを得ない。
　文氏は１５日、日本の植民地支配からの解放７２年を記念する「光復節」で演説し、従軍慰安婦問題とともに徴用工問題も解決が必要な「歴史問題」と指摘。さらに就任１００日目の１７日には、日韓請求権協定（１９６５年）では韓国人の個人請求権は消滅していないとした２０１２年の韓国最高裁の判断を支持する考えを示した。
　日韓請求権協定は、日本側が経済協力として５億ドルを韓国政府に供与する代わりに「両国間の財産請求問題は完全かつ最終的に解決したと確認する」とした。
　韓国政府は盧武鉉［ノムヒョン］政権時代の０５年にも、協定で日本から韓国に支払われた５億ドルのうち３億ドルの無償資金は「強制動員の被害補償問題を解決する（性格の）資金」だとして、元徴用工らへの日本政府による補償措置は終わっているとの立場を示していた。
　文氏の発言はこうした国家間の合意を一方的にほごにするものであり、容認できない。
　徴用工問題では、三菱重工業などに損害賠償を求めた５年前の訴訟で韓国の最高裁が「日本の国家権力が関与した反人道的不法行為や植民地支配に直結した不法行為」で生じた損害賠償請求権は協定では消滅していないと判断。原告敗訴の二審判決を破棄し高裁に差し戻した。この後、同訴訟を含む１２件の地・高裁での裁判で原告勝訴が続いたが、最高裁は確定判決を出していない。
　憂慮すべきなのは、文氏がこうした国内の動きに配慮するかのように、戦後７０年以上たっても被害補償は不十分だとの認識を示し、賠償請求の判決を後押しする姿勢を示したことだ。韓国の最高裁が今後、こうした流れに沿った判決を出す可能性があり、そうなれば日本企業は厳しい立場に追い込まれる。
　歴史問題は互いの国民感情を刺激するだけに慎重な対応が求められる。日韓は経済、安全保障などで切っても切れない関係だけに、指導者として両国の未来志向を損なうような発言は慎むべきだ。 
読売新聞／2017/8/23 8:00
社説　米トランプ政権／側近更迭を機に路線を見直せ

　ホワイトハウスの内紛には、現実路線への転換が欠かせない。
　トランプ米大統領が、バノン大統領上級顧問・首席戦略官を更迭した。最近１か月間で、高官が辞めるのは４人目だ。首席補佐官や報道官らの重職の「辞任ドミノ」を引き起こしたのは、トランプ氏にほかならない。
　右派メディアを率いていたバノン氏は、昨年の大統領選で、トランプ陣営の参謀を務めた。「米国第一」をスローガンに、エスタブリッシュメント（既得権層）や中南米系移民を敵視する戦術を主導し、勝利の立役者となった。
　問題なのは、トランプ氏が就任後も、選挙戦の成功体験から、政治や行政の見識を欠くバノン氏に強大な権限を与えたことだ。
　医療保険制度「オバマケア」の撤廃や不法移民の追放を強引に推進したが、目論見（もくろみ）通りには実現していない。白人労働者など当選を後押しした層の利害を優先し、記録的な低支持率を招いた。
　政権内では、トランプ氏の長女夫妻が穏健派で、国際協調を重視する。軍人出身のケリー首席補佐官、マクマスター補佐官（国家安全保障担当）も現実主義者だ。
　思想信条が異なるバノン氏が、安定した政権運営の障害となるのは自明だったのではないか。
　ホワイトハウス内の対立は収まっても、最大の懸念材料が残る。トランプ氏自身の資質である。
　南部バージニア州の衝突事件で、「非は双方にある」と語った。人種差別に反対する活動家を、白人至上主義のＫＫＫやネオナチなどの極右勢力と同列に並べた。
　人種による亀裂を容認したと受け取られても仕方ない。与党の共和党や経済界も含めて、反発の声が広がったのは当然だろう。
　大統領への二つの助言機関は、委員の「抗議の辞任」が相次ぎ、解散した。トランプ氏は、過激な言動が国民の分断を深め、政策の遂行にも支障を来している現実を直視する必要がある。
　トランプ氏の家族と元軍人の勢力が政権内で影響力を持ち、外交や経済などの専門家が不足しているのは気がかりだ。北朝鮮情勢が緊迫化する中、国務省などの高官ポストの空席を早急に埋めて、体制を強化せねばならない。
　トランプ氏は、アフガニスタンでの米軍の駐留を継続し、対テロ戦争の勝利を目指す考えを表明した。「内向き」の姿勢を転換する一歩になることを期待する。

日本経済新聞／2017/8/22 4:00
社説　米トランプ政権は混乱の収束に努めよ

　米トランプ政権が一段と混迷を深めている。大統領が白人至上主義を容認すると受け取られかねない発言をし、国民世論に大きな亀裂が入った。混乱の火種と目されてきたバノン首席戦略官を更迭したのを奇貨として、国論の収束に努めてもらいたい。
　米国は世界中からやってきた移民がつくった人工国家である。多民族国家はしばしば短命に終わりがちだが、米国は自由主義や民主主義といった理想を掲げ、世界をリードする役割を担ってきた。
　国家統合のタガとなってきたのが、多様性の尊重だ。さまざまな民族、さまざまな文化がごちゃ混ぜとなり、多少の摩擦はあっても、むしろ経済の活性化や新しい文化の創造に寄与してきた。
　だが、トランプ大統領はバージニア州で起きた暴動に際して「双方に責任がある」と語り、白人至上主義の秘密組織クー・クラックス・クラン（ＫＫＫ）の肩を持つかのような態度をとった。いかなる人種差別も許容されるべきではなく、米国の国内問題として看過するわけにはいかない。
　バノン氏はいなくなったが、トランプ氏本人が姿勢を改めたかどうかは判然としない。トカゲのしっぽ切りで終われば、政権への批判は収まるまい。
　トランプ政権は各界から人材を集め、大統領の政治経験のなさを補おうとした。だが、プリーバス首席補佐官を解任し、共和党主流派と溝が深まった。多くの経営者が背を向けたため、経済諮問機関は解散せざるを得なくなった。
　軍部の代表であるマクマスター国家安全保障担当補佐官との折り合いも悪いらしい。もはやトランプ氏が頼れるのは長女夫妻だけのようだ。これではまともな政権運営はできない。非常識な言動を改め、共和党主流派などと関係を修復すべきだ。
　いまのままでは議会で法案を通せず、看板政策に掲げてきた大規模なインフラ投資や大幅な法人減税は実現しない。トランプ氏も何もできないまま、残り任期を数える日々は耐え難いだろう。
　有名なスポーツ選手がホワイトハウス招待を拒否し、芸術家の表彰イベントは受賞者がボイコットをほのめかしたため、トランプ氏の方が出席辞退に追い込まれた。
　米大統領は行政の長であるだけでなく、国家元首でもある。全ての米国民の代表としての振る舞いを求めたい。

産經新聞／2017/8/22 6:00
主張　米政権幹部の解任／現実路線への転換求める

　米ホワイトハウスのバノン首席戦略官兼上級顧問が解任された。
　トランプ政権の「米国第一主義」の旗振り役で、大統領への影響力の強さから「黒幕」の異名もとったバノン氏の退場により、政権の外交・経済政策がどう変わるのか注視したい。
　期待されるのは、米国が国際協調と自由貿易を重視する穏健な現実路線へ転換することである。
　先月末、軍人出身で規律を重視するケリー大統領首席補佐官が就任し、政権立て直しに着手した。バノン氏解任は、その一環でもあるのだろう。
　バノン氏は環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱やメキシコ国境の壁建設、移民・難民の入国規制など「米国第一」政策を次々と主導した。それが行き過ぎて分断を招かなかったか。
　地球温暖化防止のための国際枠組みであるパリ協定からの離脱を進めたのもバノン氏である。北朝鮮やシリアなど国際問題への関与には消極的だった。
　バノン氏は左派系誌に、北朝鮮への軍事攻撃を選択肢とする政権の方針に反し「軍事的解決策はない」と語り、これが解任の決定打になったとされる。
　北朝鮮情勢は、大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）を発射した北朝鮮に対し米主導で国際圧力を高める重大局面にある。大統領側近として極めて不適切な発言だ。
　これまでも「独走」するバノン氏は政権の内紛の火種だった。だが、大統領選では、バノン氏の排他主義的主張が、白人労働者層の支持を広げた。トランプ氏勝利の「功績」は小さくない。
　そのバノン氏を切る政治的なリスクをあえて選ぶ以上、明確な路線転換を示してもらいたい。この際、トランプ氏自身が変わり、「米国第一」一辺倒でない、柔軟姿勢を取り入れてはどうか。
　米南部で人種をめぐる衝突があった。白人至上主義を容認するかのようなトランプ氏の発言が物議を醸し、その責任をバノン氏に負わせた印象も拭えない。事態の沈静化へはトランプ氏の真摯（しんし）な対応が求められよう。
　いまは、政権幹部の退任が相次ぎ、内紛に揺れた政権７カ月の迷走に終止符を打つ数少ないチャンスである。「バノン氏抜き」の政権がどのような道に進むのか、トランプ氏は自ら語るべきだ。

北海道新聞／2017/7/23 10:00
社説　トランプ政権／世界に背を向けた半年

　国内では疑惑にまみれ、国際的には孤立が進む。米国はいったいどうなってしまうのか、そんな不安を抱かざるを得ない。
　トランプ政権が発足して半年が過ぎた。
　昨年の大統領選でのトランプ陣営とロシアの共謀疑惑「ロシアゲート」は政権を揺るがせ、トランプ氏の長男にまで嫌疑が及ぶ。
　地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」からの離脱を決定するなど、世界に背を向けるような動きも目立つ。
　政権の支持率も低迷を続けている。このようなかじ取りでは、目標とする「米国を再び偉大にする」ことなど到底不可能だ。
　トランプ氏には、疑惑への説明責任を果たした上で、国際協調路線に立ち返ることを望みたい。
　ロシアゲートは拡大の一途をたどっている。長男ジュニア氏は民主党のクリントン候補に関するスキャンダルの提供をロシア人弁護士から持ちかけられ、面会したことを認めた。
　ジュニア氏と、別のロシア関係者と面会した疑いのある娘婿クシュナー氏の２人は、近く議会で証言する。真相解明につなげなければならない。
　トランプ氏は次々と発覚する疑惑について、まともに説明してこなかった。それどころか、ツイッターを使って、疑惑を報じるメディアを「フェイク（偽）ニュース」と攻撃する。
　顔が「ＣＮＮ」のロゴになっている男性を自身が殴っている動画まで投稿した。権力者とメディアは時に鋭く対立するが、悪ふさげが過ぎる。一貫性のない、思いつきのような発言も少なくない。
　最高権力者としての見識を疑わざるを得ない。
　曲がりなりにも公約を果たしたのは、異論が多いパリ協定からの離脱と、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの撤退くらいである。
　パリ協定は２０カ国・地域（Ｇ２０）で「１対１９」の構図となり、米国の孤立ぶりがはっきりした。
　トランプ氏の政策には分断と対立がつきまとう。イスラム圏からの移民の入国制限、メキシコとの国境に壁を造る計画もそうだ。
　自国中心で排外主義的な政策に賛同する、自身の支持層しか眼中にないためではないか。
　日本を含めた国際社会は、北朝鮮情勢、中東和平などで米国との連携が不可欠である。あらゆるレベルで米国との対話を重ね、独善的な対外政策の軌道修正を迫る努力が必要だ。

中國新聞／2017/8/23 10:00
社説　トランプ米政権の混迷／世界の緊張、高めないか

　迷走を続ける米国のトランプ政権が一層混迷を深めている。高官の更迭が相次ぐホワイトハウスで、今度は最側近のバノン首席戦略官兼上級顧問が解任された。
　昨年の大統領選でトランプ氏を勝利させた立役者だ。排外主義的な保守強硬派であり、政権発足後は、入国禁止令やパリ協定離脱を主導した。
　「影の大統領」とも呼ばれたバノン氏の解任で、選挙戦から支えてきた側近は、親族を除いてほぼ一掃されたことになる。バノン氏がけん引してきた「米国第一主義」を抜け出し、国際協調や国内融和を重視した政策にかじを切れるのか。政権は岐路に立っていると言えよう。
　今回の解任には、国内問題を沈静化させたい意図があるようだ。南部バージニア州で、白人至上主義者らと反対派が衝突した事件への対応を巡り、政権が批判にさらされているからだ。
　事件は１０日ほど前に起きた。南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍司令官の銅像を撤去する計画に抵抗しようと集まった白人至上主義者たちと、人種差別に反対する人のグループが衝突した。反対派に車が突入して女性が死亡し、多くが負傷した。既に白人至上主義者とみられる男が殺人容疑で拘束されている。
　にもかかわらず、トランプ氏は双方に非があるという趣旨の発言をした。白人至上主義者の肩を持つような態度を取ったとして、抗議が殺到するのは当然だろう。
　発言への抗議行動は全土に及び、国民を分断している。大企業経営者らで構成されたトランプ氏の二つの助言組織は、メンバーの抗議による辞任が相次ぎ、解散に追い込まれた。著名なスポーツ選手や芸術家たちはトランプ氏と会うことを拒否している。人種差別容認発言に影響を与えたとされるバノン氏の解任で収まる話ではあるまい。
　発言は、大統領選での支持層へのアピールといわれる。だが人種差別は到底許されず、国際社会が取り組むテロ対策にもマイナスにしか働かないだろう。
　世界中からの移民たちがつくってきた米国は、民族や宗教など多様性を重んじる国のはずだ。トランプ氏はそのリーダーであることを自覚し、態度を改めるべきだ。
　気掛かりなことは、ほかにもある。バノン氏は国際問題への関与には消極的で、シリアやアフガニスタンへの空爆に反対した。核実験やミサイル発射で挑発を続ける北朝鮮に対しても、武力行使を否定してきた。今後は、軍出身のケリー大統領首席補佐官らが政策立案の中心となる。他国への軍事介入が加速するようなら認められない。
　トランプ氏はきのう、テロ組織の掃討を目指して２００１年から派遣しているアフガニスタン駐留米軍について、早期撤退を否定した。増派計画も承認したと伝えられる。
　とりわけ心配なのが、対北朝鮮政策である。言葉による応酬が激しさを増し、北朝鮮が米領グアム周辺への弾道ミサイル発射計画を公表するなどただでさえ緊張をはらむ両国関係をさらに悪化させてはならない。
　政権発足から２００日余り。側近が一掃された今こそ再出発のチャンスかもしれない。国際協調や国内融和を重んじる政策への転換を求めたい。
信濃毎日／2017/8/22 10:05
社説　ＮＡＦＴＡ再交渉／米国の姿勢が問われる

　３カ国の利益になる協定見直しとなるか。トランプ政権の姿勢が問われる。
　米国、カナダ、メキシコが結ぶ北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の再交渉である。域内で関税がゼロになる条件などが見直し対象に上っている。
　米国は貿易赤字が減るように自国に有利な内容に見直したい考えだ。カナダとメキシコは反発しており、交渉の難航は必至だ。
　再交渉は、米国の利益を優先する保護主義的な政策を掲げるトランプ政権の今後の方向性を示すことになる。米国が力を背景に交渉を進めるようでは、トランプ政権の通商政策に対する世界の疑念が深まる。日米経済対話の行方にも暗雲が垂れ込めるだろう。交渉の行方を注視したい。
　１９９４年に発効したＮＡＦＴＡは、２００８年までに域内の物品関税を段階的に撤廃した。人件費の安いメキシコで生産し、米国に輸出する自動車メーカーなどが増えた結果、米国の貿易赤字の増加につながった。対メキシコは約３６２億８７００万ドル（約４兆円）、対カナダは１０５億５００万ドルに上っている。
　トランプ氏は、国内雇用の増大と貿易赤字の削減を目指している。米国に輸出される製品に、より多くの米国産部品が使われるようにしたい考えだ。カナダとメキシコは自国産の部品採用が減る可能性があるため、反対している。
　日本への影響も大きい。メキシコの日系企業は２０１６年時点で１１１１社あり、１２年から倍増した。メキシコは日本メーカーにとって、北米輸出製品の生産拠点になっている。交渉次第では生産体制に影響を及ぼす。部品調達網も再構築する必要があるだろう。
　米ワシントンで２０日まで開かれた再交渉の初会合では、米国の交渉姿勢に対する懸念が早くも表面化している。
　米通商代表部（ＵＳＴＲ）のライトハイザー代表は「トランプ大統領は協定の微修正には興味がない」と大幅な見直しを要求した。これに対し、カナダとメキシコは「（勝つか負けるかの）ゼロサムゲームではない」などと米国の姿勢を批判している。
　米国が考えなければならないのは、人件費が高い米国で生産された部品をより多く使用すると、完成品の価格も高くなり、競争力が落ちる可能性があることだ。そのつけは結果的に米国企業と米国民が払うことになる。域内３カ国の利益がどこにあるのか、広い視点で交渉を進める必要がある。 
（8月22日）

社説　白人至上主義　憎しみの連鎖を断ちたい
新潟日報2017/08/21
　米国で白人至上主義を掲げる団体と反対派が衝突した事件への対応を巡り、トランプ大統領に対する批判が高まっている。
　トランプ氏がいったんは白人至上主義者を非難しながら、その後に双方に非があるなどと主張したのが原因だ。白人至上主義を容認するかのようなトランプ氏の姿勢は批判を浴びて当然である。
　トランプ氏の発言により、米社会の分断は深刻さを増す様相だ。憎しみの連鎖を断ち、国民の結束のために力を尽くすことこそが大統領の責任であることを肝に銘じなければならない。
　事件は１２日、米南部バージニア州シャーロッツビルで起きた。きっかけは、南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍司令官リー将軍の銅像の撤去計画だ。
　撤去計画に抵抗しようと集まった白人至上主義者らと人種差別反対派が衝突し、反対派のグループに車が突入して死者が出た。
　警察は、白人の容疑者が故意に突っ込んだとみて殺人容疑で身柄を拘束した。
　人種差別という米国にとって極めて重い問題をはらむ事件にもかかわらず、トランプ氏の対応や発言は揺れ動き、強い疑問を抱かせることになった。
　当初トランプ氏は白人至上主義者側を名指しで非難することを避けたが、批判を受けて直接非難に転じた。ところがさらに軌道修正して「両陣営の責任」と語り、反対派にも非があると指摘した。
　事件の現場では、白人至上主義の秘密結社クー・クラックス・クラン（ＫＫＫ）や極右のネオナチが集会を開いていた。
　トランプ氏が発言を翻して「両成敗」を主張したことは、白人至上という思想を許容したと受け取られても仕方がない。
　この背景には、自らの支持者層への配慮があるとされる。昨年の大統領選でトランプ氏は、白人至上主義者の支持を得た。これをつなぎ留めたい思惑があるとみられている。
　事実であれば国の最高指導者としてあまりに身勝手であり、自身が担っている職責に鈍感過ぎるというしかない。
　人種差別根絶の必要性は、国際的に共有されなければならない価値観である。世界に影響力を持つ大国の指導者としても、その資質にさらに大きな疑問符が付く。
　救いは、トランプ氏の周辺からも今回の対応を批判する声が上がったことである。
　大企業の経営者らで構成されていたトランプ氏の二つの助言組織は、事件への対応を巡って辞任するメンバーが相次いだため解散に追い込まれた。
　黒人経営者が「米国のリーダーは憎悪や偏見を明確に否定しなければならない」と辞任の口火を切り、他の経営者も続いた。米社会が持つ健全性を示す動きといえるだろう。
　人種差別に限らず、あらゆる差別は人間の尊厳を侵すものだ。
　事件を巡る米国内の対立が早期に沈静化するよう願うとともに、差別という行為の「愚かさ」を改めて見つめたい。
京都新聞／2017/8/23 10:05
社説　ＮＡＦＴＡ交渉／要求を訴えるだけでは

　米国、カナダ、メキシコの３カ国が結ぶ北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の再交渉の初会合が行われた。
　「米国第一主義」を掲げるトランプ氏の大統領就任後、貿易赤字の削減を目指す米国は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から離脱、自由貿易協定（ＦＴＡ）などの見直しを、関係国に働き掛けている。
　今回の再交渉はその手始めとなるが、初会合では、年内に妥結し、野心的な成果を得るとしただけで、具体的な進展がなかった。
　交渉には相手がある。いかに大国であっても、要求を訴えるだけでは話し合いはまとまらず、何も得られないのではないか。
　ＮＡＦＴＡは、世界経済の中で欧州連合（ＥＵ）や日本が存在感を増すのに対抗し、北米地域、つまりは米国の競争力を高める狙いからできた。関税が撤廃され、域内総生産（ＧＤＰ）は２千兆円を超えている。
　ところが、３カ国間の貿易をみると、米国の赤字額が昨年、約８兆円に膨らんだ。トランプ氏は、賃金の安いメキシコに米国の生産拠点と雇用が流出し、赤字が増えたと主張する。
　初会合での交渉分野は２０以上にわたったが、焦点となるのは「原産地規制」の見直しだという。
　これは、３カ国で生産された部品をどのくらいの割合で使えば、自動車など完成品の関税をゼロにするか定めたものだ。米通商代表部は「米国からの自動車部品の調達比率を引き上げる必要がある」とする。
　だが、そんなことをすれば、米国に輸出する自動車の生産拠点をメキシコに置く米国や日本のメーカーなどに、多大な影響が及ぶ。「各国の企業にとってよいことではない」、「特定の国を満足させる規制には賛成できない」と反発されるのは当然だ。
　自国にだけ都合のよい規制は、自由貿易を阻害し、保護主義を助長。世界経済の成長を妨げる。貿易赤字は、真の競争力を身につけることによって削減すべきだ。
　トランプ政権の標的は、ＮＡＦＴＡにとどまらない。
　最大の貿易赤字相手国である中国との包括経済対話が事実上決裂したので、通商法３０１条に基づく知的財産権の侵害について調査を始めた。韓国とのＦＴＡも、再交渉に持ち込もうとしている。
　ＴＰＰ離脱後、日本とはＦＴＡ交渉の開始を望んでいるようだが、筋の通らない要求には毅然（きぜん）とした態度で臨みたい。

神戸新聞／2017/8/22 8:05
社説　米国の人種差別／大統領自身が姿勢を正せ

　米南部バージニア州で白人至上主義の集団と人種差別反対派が衝突した事件への対応を巡り、トランプ大統領が厳しい批判を浴びている。
　白人至上主義者を当初、明確に非難しなかったばかりか、双方に「非がある」などと発言した。与党共和党や産業界からも反発の声が上がり、孤立を深めている。
　きっかけとなったのは、南北戦争で奴隷制存続を訴えたとされる南軍司令官の銅像撤去計画だ。撤去に反対して集まった白人至上主義者らと反対派が衝突、死傷者が出た。
　どんな理由であれ、暴力は論外である。それ以上に、人種差別は絶対に許されない。まずそのメッセージを、大統領は強く発するべきだった。
　事態を沈静化させるべき大統領が対立と不安を増大させている。批判されるのは当然だ。
　全米で南軍関連の記念碑や銅像を撤去する動きが加速していることについて、「愚かだ」ともコメントしている。奴隷制を容認したとも受け取れる内容で、理解は得られないだろう。
　一連の大統領の言動の背景には、白人至上主義者の有力な支持の影響があると指摘される。人種差別の根絶を目指すべき、一国のリーダーとしての立場をどう考えているのだろうか。
　人種差別の問題は米国社会に根深く残る。これまでがそうだったように、今後も国民が真剣に向き合っていかなければならない問題だ。
　トランプ氏は、大統領選から人種差別的な言動を繰り返してきた。大統領就任後はイスラム圏からの入国制限など排外的な政策を打ち出した。こうした姿勢が、白人至上主義者を勢いづかせている面は否めない。
　事件後、各地で人種差別に反対するデモや集会が開かれ、ボストンでは約４万人が反差別を訴えた。こうした動きに対し、大統領は「偏見と憎悪に声を上げた多くの参加者をたたえたい。わが国はすぐに一つになる」とコメントした。余りに遅すぎたと言わざるを得ない。
　特定の支持者を意識した大統領の言動が、社会の分断を助長している。国民を一つにまとめるために、大統領自身が襟を正すべきだ。

高知新聞／2017/8/23 10:05
社説　トランプ大統領／人種差別あおる愚かさ

　トランプ米大統領の言動が再び、米国社会を混乱に陥れている。しかも、国民が最も敏感である人種差別問題で、だ。
　発端は、南部バージニア州シャーロッツビルで白人至上主義団体や極右思想グループと、反対派との間で起きた衝突だ。
　反対派の集まりに車が突入し、１人が死亡し、大勢が負傷した。大統領は記者会見で暴力行為などを非難したものの、白人至上主義や人種差別には言及しなかったため、批判が巻き起こった。
　２日後にようやく白人至上主義団体などを非難する声明を出したが、その翌日、反対派も非があり、「両陣営の責任だ」と述べたことから騒動が広がった。思慮を欠いた対応と言うしかない。
　衝突の経緯はいろいろあろうが、国の指導者が何より呼び掛けるべきなのは人種差別のない社会、融和や対話による「寛容」の社会の実現ではないのか。
　米国では、いまも黒人差別が根深く残る。その根絶へ、大統領には高い倫理観とリーダーシップが求められているはずだ。現状は逆に憎悪をあおっているに等しく、愚かというしかない。
　トランプ氏は大統領就任以来、メキシコ系不法移民の追放を打ち出したり、イスラム圏からの入国を禁止する大統領令を発したりするなど、過激な排他的政策を取っている。与党の共和党内からも批判が相次いできた。
　これらの政策を後押しし、今回も白人至上主義者を非難しないようトランプ氏に提言したのはバノン首席戦略官と言われている。右派ニュースサイトを率いてきた人物だ。
　政権内の穏健派と対立し、１８日に解任されたが、トランプ氏自身が排他的思想の持ち主という批判は免れまい。今回は軍高官からの批判や経済界重鎮の政権助言役からの辞任も招いた。
　政権の方向は多くの国民の願いとは乖離（かいり）している。高官の辞任や解任があまりに多く、正常な政権運営が行われているとは言い難い。
　気掛かりなのは、このままではトランプ氏がさらに暴走し、米国社会の分断も拡大しかねないことだ。
　シャーロッツビルの事件の背景には、南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍の指導者の像が「差別の象徴」として各地で撤去が進んでいることがある。２０１５年にサウスカロライナ州の黒人教会で白人至上主義者が銃を乱射し、９人が殺害された事件が拍車を掛けている。
　像は南北戦争を後世に伝えるものだ。公式な手続きを経て撤去されるものもあるが、強引な取り壊しの動きもみられるようだ。人種差別は許されないが、極端な流れはさらなる憎悪を生みかねない。
　難しい状況の中で寛容や博愛を呼び掛け、悪循環を断ち切っていくのが政治リーダーの役目だ。まずは国民の批判に真摯（しんし）に耳を傾けなければならない。

社説　白人至上主義　分断招く発言は慎むべきだ
熊本日日新聞 2017年08月21日 
　トランプ米大統領が人種差別を助長するような発言を続けている。昨年の大統領選で勝利をもたらした支持層にアピールする狙いだろうが、米社会の分断を深めるような言動は慎むべきだ。
　米南部バージニア州で１２日、南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍司令官リー将軍の銅像の撤去計画をやめさせようと集まった白人至上主義者らと、人種差別反対派が衝突。反対派に車が突入し、女性が死亡した。
　トランプ氏は「憎悪、偏見、暴力を非難する」との声明を発表したが、人種差別を助長すると批判が集中。その後、白人至上主義者を非難する声明をいったん読み上げたものの、再び「両陣営に非がある」との立場に戻った。
　米各地には南軍関連の記念碑が残っており「差別の象徴」として撤去する動きが広まっている。これに対し、トランプ氏は「愚かだ！」と投稿、「米国の偉大な歴史や文化が引き裂かれていくのを見るのは悲しい」と述べた。
　歴史を背負う銅像などの撤去に賛否はあるだろう。ただ、トランプ氏の発言は奴隷制を容認したとも受け取られかねず、軽率に過ぎる。米国で人種問題の扱いを誤れば、抗議行動の激化などによる社会の混乱の火種になりかねない。
　トランプ氏の発言に身内の共和党や軍関係者からも批判の声が上がった。コーカー上院外交委員長は、トランプ氏が大統領として成功するのに必要な「安定感と能力を示せていない」と指摘し、「この国の本質」さえも理解できていないと痛烈に批判。陸海空軍の制服組トップも「不寛容や憎悪に立ち向かう」（リチャードソン海軍作戦部長）などと差別を認めない立場を表明した。
　批判は、政権を支える経済界からも上がる。大企業の経営者らで構成する二つの助言組織は、トランプ氏の対応を非難して辞任するメンバーが相次ぎ解散に追い込まれた。政治にも影響力を持つ大企業の経営者らが一斉に距離を置いたことで、政権運営の不透明感はさらに深まった。
　白人至上主義が勢いづいた背景には、米大統領選でのトランプ氏勝利の立役者である最側近のバノン首席戦略官兼上級顧問の存在があったが、ホワイトハウスは１８日、バノン氏の辞任を発表した。
　事実上の解任で、トランプ氏側にはバノン氏解任で事態の沈静化を図る意図があるとみられる。ただ、トランプ氏の家族や他の側近との確執が伝えられたバノン氏の解任は以前から取り沙汰されていたもので、衝突事件が決断の引き金になったといえよう。
　バノン氏が政権中枢から去ることで、政権運営の方向性が大きく変わる可能性がないとは言えない。しかし、衝動的な言動を繰り返すトランプ氏自身が最大の懸念材料であることに変わりはない。
　白人至上主義者の考え方は米国がこれまで培ってきた民主主義の中核的な価値観と相いれない。トランプ氏には、融和を目指す姿勢に転換するよう求めたい。 
宮崎日日／2017/8/22 8:05
社説　白人至上主義

◆融和目指す姿勢に転換せよ◆
　米南部バージニア州で白人至上主義者のグループと反対派が衝突した事件で、トランプ大統領は人種差別を助長するような発言を続けている。
　昨年の大統領選で勝利をもたらしてくれた支持層にアピールする狙いとみられるが、憎悪を拡大させ、米社会の分断をあおるあやうい言動は即刻やめるべきだ。国際社会が取り組むテロ対策にとってもマイナスにしかならない。
社会混乱する火種に
　バージニア州では、南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍司令官リー将軍の銅像の撤去計画をやめさせようと集まった白人至上主義者らと、人種差別反対派が衝突した。反対派に車が突入して女性が死亡、３０人以上が負傷し、当局は白人至上主義者とみられる男を殺人容疑で拘束した。
　トランプ氏は当日「多くの側から示された憎悪、偏見、暴力を非難する」と双方に責任があるとの立場を打ち出し、人種差別を助長すると批判が集中。白人至上主義者を非難する声明をいったんは読み上げたが、その後「両陣営の責任だ」という姿勢に戻った。
　米国では各地で南軍関連の銅像記念碑を撤去する動きが起きている。歴史を背負う銅像などの撤去に賛否の意見対立があることは理解できる。しかし白人至上主義者の考え方は民主主義の中核的な価値観と相いれない。さらに暴力は到底容認できない。
　本来は国民の融和を呼び掛けなければならないトランプ氏は、銅像などの撤去について「愚かだ」とツイッターで非難した。やはり支持層へのアピールだろうが、軽率に過ぎる。
　米国で人種問題の扱いを誤れば、抗議行動の激化などによる社会の混乱の火種になりかねない。
　人種差別を助長するようなトランプ氏の発言は、リベラル派やメディアだけでなく、身内の共和党議員からも批判を浴びている。また陸海空軍の制服組トップも「不寛容や憎悪に立ち向かう」（リチャードソン海軍作戦部長）など差別を認めない立場を表明した。
テロの温床にするな
　経済界でも批判が強い。トランプ氏は、大企業経営者らで構成する助言組織でメンバーの抗議の辞任が相次いだため、二つの助言組織を解散した。こうしたトランプ氏への批判は、米国の多様性と民主主義の強さも表す。差別を容認しないと明確に語り、行動に移す勇気には学びたい。
　イスラム圏からの入国規制などはテロ対策が目的とされているが、排外主義的政策で憎悪が拡大すれば、逆にテロの温床になる。
　スペインのバルセロナで起きたテロのように、各国で近年目立つ車の暴走テロは、大がかりな爆弾テロに比べて容易に実行でき、阻止が難しい。分断と憎悪を克服する地道な努力が必要だ。トランプ政権には、米社会と世界を分断するのではなく、融和を目指す姿勢に転換するよう求めたい。

南日本新聞／2017/8/23 8:05
社説　ＮＡＦＴＡ交渉／「米国第一」ごり押しか

　米国の利益を最優先する「米国第一主義」をごり押しするのか。日本への影響も十分見極めなければならない。
　米国、カナダ、メキシコによる北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）再交渉の初会合が米ワシントンで開かれた。米国の強い意向で年内妥結を目指し、今年中に少なくともあと４回の会合を開くという。
　ＮＡＦＴＡの再交渉はトランプ大統領が米国の製造業を復活させると公約に掲げた。米国に有利な内容に変えることが目的だ。
　自由貿易の根幹に関わる重大な問題である。米国の主張が通れば、メキシコやカナダで現地生産する日本の自動車メーカーなどへの影響は避けられまい。
　ＮＡＦＴＡは１９９４年に発効し、２００８年までに一部の例外を除いて域内の物品関税を段階的に撤廃した。米国の製造業が人件費の安いメキシコに工場を移す契機になったとされる。
　関税ゼロの利点は大きく各国の企業が活用している。メキシコに進出した日系企業は千社を超え、自動車関連を中心に米国向け輸出の生産拠点となっている。カナダへも約８００社が進出する。
　トランプ政権が狙うのは、３カ国で生産された部品をどの程度使えば完成品の関税をゼロにするかを定めた「原産地規則」の見直しだ。これにより、米国産部品が多く使われ、貿易赤字削減や雇用増につながると期待する。
　だが、自動車メーカーにとってはコスト高に直結するばかりか、経営戦略にも影を落とす。
　メキシコ経済相が「両国の企業にとって良いことではない」と反対したり、カナダ外相が「特定の国を満足させる原産地規則には賛成しない」と訴えたりするのは当然だ。
　気になるのはトランプ政権が交渉を急いでいることだ。背景には来年秋の中間選挙を控え、できるだけ早く合意に持ち込み、有権者に成果を誇りたいとの焦りがうかがえる。
　ただでさえトランプ氏の政権運営は側近の相次ぐ辞任や解任で混乱している。加えて経済政策の柱に掲げる税制改革やインフラ投資は停滞している。
　支持率回復の切り札として保護主義的な通商政策を一段と強めれば、世界の貿易秩序を揺るがす。拙速なルール変更は将来に禍根を残しかねない。
　日米両政府は、経済対話の第２回会合を今秋に開く方向で調整している。その際に輸入制限の見直しを求められる恐れがある。日本としては、自由貿易の重要性を説くべきだ。

南日本新聞／2017/8/22 8:05
社説　白人至上主義／米社会の分断あおるな

　米南部バージニア州で白人至上主義者のグループと人種差別反対派が衝突した事件で、トランプ大統領が差別を助長するような発言を続け波紋を広げている。
　米国で人種問題の扱いを誤れば、抗議行動の激化などにより社会の混乱の火種になりかねない。
　憎悪を拡大させ、米社会の分断をあおる危うい言動は即刻やめるべきだ。
　事件は、南北戦争で奴隷制存続を訴えた南軍司令官リー将軍の銅像の撤去計画をやめさせようと集まった白人至上主義者らと反対派によって起きた。白人至上主義者とみられる男の車が反対派に突入して、女性が死亡、３０人以上が負傷した。
　事件についてトランプ氏は当初、双方に責任があるとの立場を打ち出し、人種差別を助長するとの批判を浴びた。
　その後、いったんは白人至上主義者を明確に非難する声明を読み上げたが、再度「両陣営の責任だ」という姿勢に戻った。
　トランプ氏の発言は、昨年の大統領選で勝利をもたらした支持層へのアピールとみられる。
　米国では各地で南軍関連の銅像や記念碑を撤去する動きが起きている。歴史を物語る銅像などの撤去に賛否の意見が対立することは理解できる。
　だが、白人至上主義者の考え方と民主主義の中核的な価値観が相いれないのは明白だ。暴力による解決も到底容認できない。
　人種差別を助長するようなトランプ氏の発言は、リベラル派やメディアだけでなく、身内の共和党議員からも批判されている。
　経済界でも反発が強い。大企業経営者らで構成する二つの助言組織では抗議の辞任が相次ぎ、解散に追い込まれた。
　国際社会が取り組むテロ対策にとってもマイナスである。排外主義的な政策で憎悪が拡大すれば、逆にテロの温床になってしまう。
　最近では、スペイン・バルセロナで１３人が死亡するテロが起きた。防止には分断と憎悪を克服する努力が欠かせない。
　一方、トランプ氏は大統領選勝利の立役者で、最側近のバノン首席戦略官兼上級顧問を解任した。
　白人至上主義が勢いづいた背景にはバノン氏の存在があった。イスラム圏からの入国規制など排外主義的な政策を主導したバノン氏が去ることで、事態の沈静化を図る意図があるとみられる。
　ただ、政権の最大の懸念材料は衝動的な言動を繰り返すトランプ氏自身である。政権安定化のためには、自ら融和を目指す姿勢が求められる。

中日/東京新聞／2017/8/23 8:00
社説　政治と世論を考える＜３＞／輿論と世論の違いは？

　「世論」と書いて、「よろん」と発音する人もいるし、「せろん」と発音する人もいる。
　京都大学の佐藤卓己教授によれば、一九八〇年の調査では「せろん」と読む人が過半数だったが、それから約十年後には逆転して、「よろん」が六割を占めているのだという。偶然ではない。
　「戦前に教育を受けた世代と戦後の世代で多数派が交代した結果なのです」（佐藤教授）
　「輿論（よろん）」とは「天下の公論」であり、「世論」は明治時代の新語で、大正時代の辞書では「外道の言論、悪論」と書かれているそうだ。だから、戦前に教育を受けた世代が「世論」を「よろん」と読むことはありえないのである。
　軍人勅諭にもこんなくだりがある。「世論に惑は（わ）ず政治に拘（かかわ）らず」−。この場合も「世論」が「外道の言論」なのだからであろう。
　戦後、当用漢字表から「輿」の文字が除外され、「よろん」に「世論」の字が当てられるようになり、「よろん派」「せろん派」の二派が登場することになる。
　では、新聞社が行う世論調査は、「せろん派」で世の中の空気を読むだけの国民感情調査なのだろうか。それとも「よろん派」で、責任ある意見をくみ取る調査なのだろうか。この判定は場合にもよるが、どちらとも言い難い。
　専修大学の山田健太教授は「欧米では社会の階層ごとに読む新聞が違っています。例えば英国ならば上の層ではガーディアン紙、下の層ではイエローペーパーでしょう。しかし、日本の場合は違います。どんな市民でも読むメディアの差はありません」という。
　確かにサラリーマンでも、大学教授でも読んでいる新聞は、ほぼ同様のものであり、メディアの質そのものに大きな違いがない。お年寄りも老眼鏡を頼りにじっくり記事や社説を読む。
　「日本の読者は、新聞を読んで、知識を蓄えているわけで、新聞社の行う世論調査がたんなる『国民感情調査』に陥っているわけではないと思います。知識を持ち、意見を持った『輿論調査』の面もあると思うのです」
　「世論に問う」−。難しい政治テーマについて、こんな言葉を政治家がいう時代になっている。例えば劇場型政治がそうだ。賛成・反対で社会分断を図る。単純な言葉で世論を動かそうとする政治手法にメディアがどう対抗できるか問われる時代でもある。

南日本新聞／2017/8/23 8:05
社説　公文書管理／「知る権利」後退は困る

　政府は年内に公文書管理のガイドラインを見直す方針だ。有識者委員会で検証作業を進めている。
　公文書を巡っては、学校法人加計学園の獣医学部新設計画や森友学園の国有地売却、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題で、管理や公開の在り方に批判が絶えない。
　政府による情報公開と説明は民主主義の根幹であり、公文書は国民共有の財産だ。
　にもかかわらず今回の見直しで、一連の問題に懲りた政府がやっかいな文書を表に出さないために保存・公開の範囲を狭める可能性がある。
　国民の「知る権利」を後退させるような見直しは容認できない。逆に、法の趣旨を徹底させて政策決定の過程をもっと公開するように改善すべきだ。
　公文書管理法は公文書を「国民共有の知的資源」とする。「国民に説明する責務が全うされる」という目的を掲げ、行政機関の文書作成や保存、公開のルールを定めている。
　このうち行政文書は、職員が職務上作成し、組織的に用い保有しているものと定義される。保存期間は１～３０年の５段階で決めるが、どの文書を行政文書とするかや保存期間は役所の裁量だ。「１年未満」として役所の独断で廃棄することもできる。
　加計問題では、学園が不当に優遇されたとする野党の追及に対し、政府関係者は「記録はない」「記憶にない」として何一つ証拠を示せていない。
　森友問題では、財務省が学園側との面会・交渉記録を１年未満に分類して廃棄したため、国有地を８億円余り値引きして売却した経緯の検証が困難になった。防衛省は当初、ＰＫＯ日報を１年未満の文書として廃棄したと説明した。
　有識者委員会は１年未満の文書の範囲や廃棄する場合の責任の所在を明確化する方向で議論を進める。もう一つ焦点になりそうなのが「個人メモ」の扱いだ。
　職員が職務上作成しても、個人の備忘録などは保存・公開の対象になっていない。
　加計問題で、萩生田光一官房副長官（当時）の発言を記録したとされる文科省文書について、菅義偉官房長官は「個人のメモ」と強調し、行政文書の判断基準を見直す考えを表明した。だが、個人メモでも政策決定過程の検証に資するなら行政文書である。
　公文書の適正管理は、不当な政治圧力を抑制し、行政の公平さを保つためにも必要である。時の政権の都合のいい管理の在り方に変えてはならない。
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